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１  はじ めに 

こ の要領は、 岩石採取計画認可申請書の書式、 凡例等の統一を図り 、 速やかな審査対応

が可能と なるよう 注意すべき 点をまと めたも のである。  

  申請にあたっ ては、 こ の要領のほか「 採石技術指導基準書（ 平成 15 年版） 」 等を参考に

するこ と 。  

 

２  岩石採取計画認可申請書の作成並びに記載上の注意事項について 

( 1)  岩石採取計画認可申請書（ 以下「 認可申請書」 と いう 。 ） の作成について 

  ア 認可申請書は、 作成様式に示す申請書類と 添付書類及び添付図面から 構成さ れる。  

  イ  認可申請書の大き さ は、 Ａ ４ 版と し 、 表紙をつけるこ と 。  

  ウ 認可申請書は原則と し て、 添付書類一覧表の番号の順に綴じ るも のと し 、 申請書の

鏡の次頁に目次を付け、 その各々にイ ンデッ ク ス（ 見出し ） をつけるこ と 。  

  エ 添付図面の作成にあたっ ては、 次の点に注意するこ と 。  

   ( ｱ)  図面には表題欄を設け、 必要事項を記入し 、 折り 畳んで袋にいれるこ と 。  

     なお、 図面袋には目録をつけるこ と 。  

   ( ｲ)  図面毎に凡例を設け、 別添添付図面一覧表の注意事項により 着色するこ と 。  

  オ 継続し て事業を実施し よう と すると き は、 認可期間満了の３ カ 月前までに認可申請

書を提出するこ と 。  

  カ  認可申請書は神戸市へ直接提出するこ と 。  

  キ 認可申請書の提出部数は、 正本１ 部（ 神戸市分） 及び副本１ 部（ 申請者控え） と す

る。  

  ク  不動産登記簿謄本については、平成 12 年度から 原則と し て添付が不要と なっ たので

留意するこ と （ 認可申請書の「 岩石採取場の区域」 、 「 土地の権利関係表」 中に記載

さ れた各地番につき 、 土地家屋調査士等の資格を有する者が登記簿謄本と の照合を行

い、 欄外に作成年月日及び作成者（ 土地家屋調査士等） を記載し て押印を行う こ と 。

申請書提出時には、 登記簿１ 部を合わせて提出し 、 神戸市職員による原本確認を受け

たのち、 登記簿原本の還付を受けるこ と 。 ） 。  

 ( 2)  採取計画の変更について 

  ア 認可を 受けた採取計画を変更し よう と すると きは、 あら かじ め変更認可申請の手続

き をと るこ と 。  

  イ  変更認可申請書は、 認可申請書作成様式に準じ 作成するも のと するが、 作成にあた

っ ては、 変更を行う 各項目について、 従前の内容と 変更の内容の対比が行えるよう 朱

書き で二段書きにするこ と 。  

  ウ 添付書類、 添付図面についても 同様と するが、 変更のないも のについては、 採取跡

地計画平面図・ 縦横断図以外は原則と し て添付の必要はないも のと する。  

( 3)  採取計画の原則 

  ア 採取計画は、 採石行為に伴う 災害を未然に防止するために立案さ れる も のであるの

で採石行為中のプロセス管理に主眼をおいて作成するこ と 。  

  イ  採取計画は、原則と し て認可期間内に採取可能な相当量の計画でなければなら ない。 

  ウ 災害防止の為の施設は、 認可後ただちに設置するこ と ができ 、 その認可期間内の安
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全を担保するも のでなければなら ない。  

  エ 採取計画は、 切羽面を常に必要最小限と し て最終残壁を 早期に形成し 、 良好な自然

環境を確保すると と も に、景観保全に配慮し た採石場づく り に努めなければなら ない。 

  オ 審査基準について 

   ( ｱ)  法第 33 条の４ の要件に該当し ないこ と 。  

   ( ｲ)  採石技術指導基準書（ 平成 15 年版： 資源エネルギー庁監修） に適合し ているこ

と 。  

   ( ｳ)  遵守基準及び遵守基準細則に適合し ているこ と 。  

   ( ｴ)  保証要領に基づく 連帯保証人が立てら れているこ と （ 保証要領第６ 条に該当する

場合を除く 。 ） 。  

   ( ｵ) 神戸市意見に対する申請者の対応に係る報告内容がやむを 得ないも のと 判断さ れ

るこ と 。  

カ  認可期間について 

   ( ｱ)  新規計画に係る認可期間は２ 年以内と する。  

   ( ｲ)  更新の認可の場合で、 以下各号の要件のいずれにも 該当し ない場合は、 前回認可

期間に１ 年を加えた期間を認可期間と するこ と ができ る（ ５ 年を上限と する） 。  

     また、 次のａ から ｃ の要件のいずれかに該当する場合は、 前回認可期間を１ 年減

じ た期間を認可期間と する（ ２ 年を下限と する） 。  

    ａ  前回認可期間中に採石作業に伴う 重大な人的被害が発生し たこ と 。  

    ｂ  前回認可期間中に採石業に起因する災害の発生（ 騒音、 粉塵、 振動、 水質汚濁

等周辺に被害を及ぼすも ので対策措置を要するも の） が発生し たこ と 。  

    ｃ  前回認可期間中に文書による改善勧告以上の処分を受けているこ と 。  

   ( ｳ)  更新の認可の場合で、 以下各号の全ての要件に該当する場合は、 上記( ｲ) で算出し

た認可期間に２ 年を 加え、 ａ 及びｂ も し く はａ 及びｃ の要件に該当し た場合は１ 年

を加える（ 上記( ｲ) の上限５ 年と 合わせ、 最大で上限７ 年と する。 ） 。  

     ただし 、 以下各号の要件に該当し た場合であっ ても 、 上記( ｲ) の要件のいずれかに

該当し た場合は適用し ない。  

    ａ  更新の前年度の立入検査において、 採石パト ロール・ チェ ッ ク リ スト の内容を

全て満たし ているこ と 。  

    ｂ  経営者も し く は登録し ている業務管理者が、 兵庫県砕石事業協同組合が開催す

る経営者・ 業務管理者講習会を前回認可期間中に毎年受講し ているこ と 。  

    ｃ  兵庫県砕石事業協同組合へ加入のう え、 加入し た組合による跡地整備等連帯保

証を取得し ているこ と 。  

   ( ｴ)  採取計画の変更認可に係る認可期間は、 原則と し て現に有効な採取計画に係る認

可期間の残存期間と する。 ただし 、 現に有効な採取計画に係る認可期間の残存期間

が１ 年未満である場合であっ て、 神戸市長がやむを 得ないと 認める場合は、 更新認

可の申請における場合と 同様の取扱いをするこ と ができ る。  

３  認可期間中の手続き について 

 ( 1)  標識の設置 

   岩石採取計画の認可を受けた者は、採石法施行規則第８ 条の 19 に定める標識を岩石採
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取場の見やすい場所に掲げなければなら ない。  

 ( 2)  休止・ 廃止届 

   岩石採取場において、 岩石の採取を引続き ６ ケ月以上休止すると き 、 又は、 岩石の採

取を廃止し よう と すると き は、 神戸市に休止・ 廃止届を提出するこ と 。  

 ( 3)  氏名等変更届 

   認可を受けた事項に変更（ 変更認可を要する場合を除く ） があっ た場合は、 神戸市に

氏名等変更届を提出するこ と 。  

 ( 4)  緑化状況報告書 

   認可申請時に提出し た緑化計画書に係る認可年度（ 認可期間の初日から 起算し た１ 年

ごと の期間） 末の実施状況について、 毎年、 認可年度が満了する日の属する月の翌月末

までに神戸市に緑化状況報告書を提出するこ と （ 例： 認可期間が令和○年７ 月７ 日から

令和△年７ 月６ 日までの場合、 毎年８ 月末までに、 その年の７ 月６ 日現在の緑化状況を

報告する。 ） 。  

 ( 5)  採取場内の緑化工が全て完了し たと き は、 緑化完了報告書を提出するこ と 。  

 

  



4 
 

 

  



5 
 

 

 

 

４  岩 石 採 取 計 画 認 可 申 請 書 作 成 様 式 
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  採 取 計 画 認 可 申 請 書 

受理年月日  
 

認 可 番 号  

   

  年  月  日   

 

  神 戸 市 長            様 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 

氏 名 ま た は 名 称 

法人にあっ てはその 

代 表 者 の 氏 名 

電 話 番 号 

登 録 番 号 

登 録 年 月 日 

 

 

                       

 

  採石法第33条の規定に基づき 、 次のと おり 採取計画の認可を 申請し ます。  

 

 

（ 用紙の大き さ  日本産業規格Ａ 列４ 番）  

 注１  「 申請年月日」 は、 受付時に記入するこ と 。  

  ２  「 住所」 は、 採石業者登録通知書と 同じ である こ と 。  

  ３  「 氏名または名称」 は、 採石業者登録通知書と 同じ であるこ と 。  

  ４  「 電話番号」 採石場を 管理する事務所並びに採石場（ 市外局番から ） を 記入する こ と 。  

  ５  「 登録番号」 及び「 登録年月日」 は、 採石業者登録通知書と 同じ である こ と 。  
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１  岩石採取場の区域 

 

 採 取 場 の 所 在 地 採取場の総面積（ 実測面積）        ㎡ 

所 在 地 番 地目 面  積 

所       有       者 

契約書又は同意書の別 

氏    名 住         所  

      

 

 注１  「 採取場の所在地」 と は、 採石事業を 目的と し て土地使用権限を 有し ている範囲を いう 。  

  ２  契約または同意の期間等権利関係詳細については次の「 土地の権利関係表」 に記載する こ と 。  

  ３  権限を 証する 書面（ 自社有地は不要、 他人の土地については契約書又は同意書、 国有地については占用の許可等） を 添付するこ と 。  

  ４  本表を 作成し た土地家屋調査士等の記名・ 押印・ 作成年月日を 欄外に記載する こ と 。  

  ５  面積は、 小数点以下を 四捨五入し て記載する こ と 。  
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 土地の権利関係表 

 

所 在 地 番 
登  記  簿  名  義 

同意・ 契約書名義 契 約 期 間 備  考 
住         所 氏   名 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 注１  「 所在地番」 欄は字名も 記載のこ と 。  

  ２  「 登記簿名義」 及び「 同意書名義」 は原則と し て同一人物であるこ と （ 名義が異なる 場合は、 土地家屋調査士等が戸籍謄本等で確認を 行っ た旨を 欄外

に記載する こ と ） 。  

  ３  本表を 作成し た土地家屋調査士等の記名・ 押印・ 作成年月日を 欄外に記載する こ と 。  
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２  採取をする岩石の種類及び数量 

 

Ａ  総 採 取 量 Ｂ 表土・ 風化土除去面積 Ｃ 表土・ 風化土の厚さ  Ｄ 表土・ 風化土の量 Ｅ 製品原石量（ Ａ －Ｄ ）  備      考 

㎥  ㎡  

ｍ～   ｍ  ｔ   ｔ   
 

平均       ｍ  ㎥  ㎥  

 

岩 石 名 
１ 年目 

年間採取量 

２ 年目 

年間採取量 

３ 年目 

年間採取量 

４ 年目 

年間採取量 

５ 年目 

年間採取量 

６ 年目 

年間採取量 

７ 年目 

年間採取量 
合   計 

月間最大 

採取量 
岩石比重 備 考 

 

（      ）  

ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ     

㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥    

表土及び風化土 

ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ     

㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥    

合   計 

ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ   ｔ     

㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥  ㎥    

 

 注１  「 岩石名」 は法第２ 条に規定する 岩石の名称を 記入し 、 通称名のある場合はカ ッ コ 内にその名称を 記入する こ と 。  

  ２  「 月間最大採取量」 は、 認可期間中の採取量の最も 多い月の産出量を 記入する こ と 。  

  ３  「 表土及び風化土」 欄は、 製品になら ず処分するも のを 記載するこ と （ 表土及び風化土で販売するも のは製品と し て扱い、 上欄に記載する こ と ） 。  

  ４  採取量等の数値は、 小数点以下を 四捨五入し て記載する こ と 。  
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３  採取期間 

 

 

  認可の日から      年間           今後の操業予定年数      年       日操業時間         時間 

 

  （ 更新の場合）  前回の認可期間      自     年  月  日 

                       至     年  月  日 

 

 

 注）  「 今後の操業予定年数」 には、 今回申請の期間も 含める こ と 。  

           操業予定年数 ＝  岩石賦存量 ／ 平均年間岩石採取量 
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４  岩石の採取の方法及び採取のための設備その他の施設に関する事項 

 ( 1)  他の行政庁の許認可状況 

法令名              条件 該当法令 許認可日・ 番号 期   間 許認可の際の主な条件 備  考 

砂 防 法      

自然公園法（ 含 兵庫県立自然公園条例）       

自然環境保全法 
（ 含 環境の保全と 創造に関する条例）  

     

近畿圏の保全区域の整備に関する法律      

森 林 法 

 保安林内行為の許可      

 林地開発許可      

騒音規制法によ る特定施設設置の届出      

大気汚染防止法によ る 特定施設設置の届出      

振動規制法によ る特定施設設置の届出      

農 地 法（ 転用申請等）       

都市計画法      

公有土地水面使用許可      

      

      

 

注１  事業の実施にあたっ て、 採石法以外の法律（ 条例・ 指導要綱含む） を 十分調査し 、 その法令名称等を 記載する こ と 。  

 ２  許可書または受付印を 押印し た申請書の鑑の写し を 添付するこ と （ 最新の許認可に係るも ののみで可） 。  

 ３  「 該当法令」 欄は、 関係する 法令に○印を 記入するこ と 。  

 ４  「 許認可の際の主な条件」 欄は、 特殊な条件を 付記さ れた場合に記入する こ と 。  
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 ( 2)  採掘方法 （  例： 露天採掘 ・ ・ ・ ・ ・ ・  階段採掘法 ）  

  ア 表土及び風化土の除去方法及び使用機械 

表 土 の 厚 さ  ｍ  今 回 の 表 土 除 去 範 囲 ㎡  

表土・ 風化土除去 

に使用する機械 

機     械     名 台          数 能          力 

   

   

表土・ 風化土の除去方法 

（ 例）  

 採掘箇所頂端から 常時10ｍ以上の表土を 除去し ておく 。 保全区域は隣地境界から ５ ｍ以上と り 、 必要に応じ 法面保護工を

施す。  

  イ  原石採取方法 

法 （ 階 段 ） 高 ｍ  階  段  幅 ｍ  計 画 階 段 数 段  

採 掘 角 度 度  採 掘 方 向  保 全 距 離 ｍ  

 

ベン チ形成方法 

（ 例）  

１  山頂にベン チを 作り 採掘の進行に伴っ て山全体を 低く し ていく 山頂型のベンチカ ッ ト 。  

２  山の斜面にベンチを 取り 山を 横から 採掘し ていく 。 山腹型のベン チカ ッ ト と し 、 採掘規格図のよ う に階段の高さ は15ｍ以下、

ベンチ幅は10ｍと する 。 採掘面の勾配は60°以下と し 、 掘進方向は計画平面図に示すよう に南向である 。  

 
 

注１  隣地の崩壊防止のため「 保全区域」 を 設けるこ と 。 保全区域の幅は境界から ５ ｍ以上と し 、 森林法等で５ ｍ以上に定めら れた場合は、 こ れを も っ て保全

区域と する。  

 ２  露天掘り の場合は、 原則と し て階段採掘法と する こ と 。  

 ３  表土等除去方法及びベン チ形成方法については、具体的に形成方法を 記載するこ と（ 露天階段掘り の場合は、原則と し て山頂から ベンチを 形成するこ と ） 。 
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( 3)  採掘手段（                          ）  

   主要採掘機械一覧表 

名      称 能      力 台   数 摘               要 

 

 

主 

要 

掘 

削 

機 

械 

器 

具 

さ く 岩 機  台  

さ く 孔 機    

小 割 機    

パ ワ － シ ャ ベ ル    

    

    

    

 

そ 

の 

他 

付 

属 

機 

械 

給 水 機    

空 気 圧 縮 機    

    

    

    

 

注 「 採掘手段」 は、 手掘り 、 機械掘り の別を 記入し 、 機械掘り の場合は、 採取に用いる 機械（ 穿孔機、 コ ン プレ ッ サ－等） の名称、 能力及び台数を 記載する

こ と 。  
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 ( 4)  火薬類 

  ア 火薬類使用の有無 

火薬類使用の有無 有・ 無 小割発破実施の有無 有・ 無 切羽から 最も 近い民家までの距離 ｍ 

 

年間使用予定量 

火 薬 （ ｋ ｇ ）  爆 薬 （ ｋ ｇ ）  工業雷管 （ ケ）  電気雷管 （ ケ）  導 火 線 （ ｍ）  

     

保 安 体 制      

 

注１  火薬類の使用については、 各々の区分ごと に年間消費予定量及び保安体制（ 資格者、 保管の方法等） 並びに小割り 発破の有無について記載する こ と 。  

 ２  機械によ る小割り を 行う 場合は、 その機械の名称、 能力、 動力及び台数を ( 3) に記載する こ と 。  

 

  イ  発破規格等 

 さ く 孔 の 径 ㎜ ～     ㎜  危険区域の設定 有  ・   無 

さ く 孔 の 長 さ  ｍ ～     ｍ 見 張 人 の 設 置 有  ・   無 

１ 孔当たり の装薬量 ㎏ ～     ㎏ 発破予報の有無 有  ・   無 

 発破予報の方法 
（ 例）  

サイ レ ン 吹鳴によ る 
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 ( 5)  破砕及び選別 

破砕選別の有無 有 ・  無 １  グリ ズリ スク リ －ン のみ       ２  機械破砕選別 

  ア 破砕選別機械一覧表 

区   分 機 械 名 称 使 用 台 数 能 力（ ｔ ／ｈ ）  動 力（ kｗ ）  摘     要 

例） 原石投入      

粗 選 別      

１ 次破砕      

１ 次貯蔵      

２ 次破砕      

      

      

      

 

  イ  水洗の有無  （                                               ）  

 

注１  破砕及び選別は、 破砕選別の有無、 乾式又は水洗の別、 破砕選別機の各々の区分（ ベルト コ ンベヤ－含む） ・ 名称・ 能力・ 動力・ 台数を 記載するこ と 。  

 ２  破砕選別「 有」 の場合は、 「 グリ ズリ スク リ －ン のみ」 か「 機械破砕選別」 かの何れかに○印を 付ける こ と 。  

 ３  グリ ズリ スク リ －ン及び機械破砕選別の場合、 破砕選別系統図（ フ ロ －シ－ト ） を 添付する こ と 。  

 ４  水洗を 行う 場合は、 汚水処理方法について具体的に記載し 、 処理系統図を 添付する こ と 。 また、 使用する 水源及び一日当たり 平均的水量も あわせて記載

するこ と 。  
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 ( 6)  運搬機械 

  ア 場内運搬機械 

区 分 名      称 規   格 台   数 一ヵ 月平均稼働時間（ h/月）   

※ 稼働時間は１ 台 

 当たり で記入する 

 こ と 。  

原 石 （ 例） ド －ザ－シャ ベル 2. 0㎥ ３ 台 100 h/月 

廃 土 ・ 廃 石     

製 品     

  イ  場外搬送機械 

運 搬 区 分 運 搬 車 の 種 類 台   数 搬 出 す る  主 体 

原 石 （ 例） 11ｔ ダン プ ４  ○○会社請負 

廃 土 ・ 廃 石    

製 品    

平均搬出ト ン数 ｔ ／日 搬出運搬車の延台数 台／日 

採 取 場 か ら の 国 道 又 は 県 道 に 至 る 経 路 （ 例）  私道→市道○○線→県道××線→国道△△線→□□市内 

岩 石 の 搬 出 に 際 す 

る 災 害 防 止 方 法 

 

 

 

 
 

注 「 運搬車の種類」 は、 自社、 会社請負、 傭車及び引取車別に記載のこ と （ 引取車の場合は「 台数」 欄の記載は必要ない） 。  
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５  岩石の採取に伴う 災害防止のための方法及び施設に関する事項 

  予想さ れる 災害の態様、 範囲及び災害防止措置 

         一日の操業時間 （       ～       ）  一日平均    時間 

 ( 1)  土地の崩壊亀裂又は陥没 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  断層、 褶曲、 層理、 石目等の亀裂によ る岩石の崩壊 

２  発破後の崩壊 

３  集積し た表土の崩壊 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  採掘切羽付近 

２    〃 

３    〃 

災害防止措置 

掘削面の高さ                   ｍ 掘削面の勾配                   度 

（ 例）  

１  採掘に先立ち 常時掘削箇所端から 10ｍ以上の表土を 除去し ておく 。  

２  採掘斜面を 安全勾配に保ち、 階段幅は起砕岩の広がり を 考慮し ２ ｍ以上確保する 。  

３  亀裂防止策と し て火薬の使用には適正量を 維持する 。  

４  設定し た保全区域の法尻には、 隣接地の崩壊を 防止する施設（ 石積等） を 設置する。  

 

※ 切羽の上部又は採取場の下部等高低差を 生じ 、 通常土地の崩壊等が予想さ れる 箇所を あげ、 保全区域の設定・ 不安定土砂の排除・ 土留工・ 法面勾配の

安定化・ その他崩壊の防止に関する 方法及び施設について記載するこ と 。  

 

  ( 2)  騒音 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  発破及び削岩機の音 

２  破砕選別施設から 発生する音 

３  重機及び車両の音 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  採掘切羽付近 

２  プラ ン ト 付近 

３  採取場 

災害防止措置 

（ 例）  

１  プラ ント の騒音発生源を 建屋、 振動防止ゴム等によ り 規制基準以下におさ える 。  

２  発破については、 段差発破等により 一度の装薬量を 最小限にし 騒音量を 削減する 。 また実施時間を 制限する 。  

３  削岩機、 アイ オン 等は、 地形を 勘案し 、 最も 騒音の少ないよう な場所で行う  
 

  ※ 騒音及び次の粉塵については、 それぞれを 発生さ せる 機械・ 施設または行為を あげ、 その各々について防止策を 記載する こ と 。  
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 ( 3)  粉塵 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  削岩機から 発生する 粉塵 

２  原石投入、 ク ラ ッ シャ －、 フ ルイ 等から 発生する粉塵 

３  堆積場及び製品積込み作業時に発生する粉塵 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  採掘切羽付近 

２  プラ ン ト 付近 

３  堆積場付近 

災害防止措置 

（ 例）  

１  ク ラ ッ シャ －、 グリ ズリ －等の発生源を 建屋で囲む。  

２  ベルト コ ン ベア－部を フ －ド 等で覆う 。  

３  廃土石堆積場は、 種子吹き つけを 行う 、 ある いはシ－ト 等で覆い粉塵が飛散し ないよ う 措置する 。  

４  必要に応じ 、 集塵機及び散水機を 設置する。  

 

 ( 4)  飛石 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  発破の際の飛石 

２  小割発破によ る飛石 

３  採掘切羽面の自然崩壊による 飛石 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  採掘切羽面から ○m 

２  小割する岩塊から ○m 

３  採掘切羽面から ○m 

発破実施時間 ：   ～  ：  ：   ～  ：  ：   ～  ：   

災害防止措置 

（ 例）  

１  適正装薬量を 厳守すると と も に、 さ く 孔方向を 考慮する。 又、 発破は時差式で実施する 。  

２  区域北西○mのと こ ろ に部落が存する ため必要に応じ 柵囲を 行う 。  

３  小割は古畳を 用いる 。  

４  実施時間は、 午後○時と し 、 場内に立入者がないよ う 見張り 人を 設置する 。  

 

  ※ 発破は特に注意を 要する公共施設・ 民家等の概況及び標準的実施回数を あげ、 発破の方法（ 適正装薬、 一斉か時差かの別等） 、 実施時間、 見張り 、 付

近への予告、 飛石防止のためのネッ ト 設置・ 従業員の退避体制について記載する こ と 。  
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 ( 5)  廃土廃石及び製品の流出 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  堆積物の崩壊 

２  雨水、 沢水等によ る 堆積物の洗堀 

３  河川汚濁並びに土石の流入堆積 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  堆積場付近 

２    〃 

３    〃 

災害防止措置 

（ 例）  

１  廃土廃石については、 埋め立て用に随時搬出するため緑化のための客土を 除き 場内に堆積し ない。  

２  製品堆積場の設置にあっ ては、 法裾に土留施設を 設置する と と も に、 周囲に排水溝を 設置する。  

３  製品を 堆積すると き は高さ ５ ｍ以下と する。  

 

 ( 6)  脱水ケーキの流出 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  堆積し た脱水ケーキの崩壊 

２  雨水、 沢水等によ り 、 堆積し た脱水ケーキが洗堀 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  脱水ケーキの堆積場付近 

２       〃 

災害防止措置 

（ 例）  

１  脱水ケーキの強度を 向上さ せる 。 （ ①廃土又は廃石と の混合処理、 ②石灰等改良材と の混合処理、 ③廃土又は廃石やジオテキスタ イ

ル等透水性の高い材料と のサン ド イ ッ チ処理。 ）  

２  場内排水路の整備により 、 堆積場への流入を 防止する 。  
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 ( 7)  汚濁水の流出 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  沈殿池の維持管理の不備によ る 土砂およ び汚濁水の場外へ 

の流出 

２  場内排水溝並びに排水路破損による 汚濁水の再生 

３  ヘド ロによ る 汚水 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  採石場周辺、 直下流の河川 

２      〃       及び採石場内 

３      〃 

災害防止措置 

（ 例）  

１  プラ ント は設置し ない（ 又は、 プラ ン ト は乾式） ので、 こ れから の発生汚濁水はない。  

２  降雨・ 沢水による採石場通過汚濁水は、 集水面積を 考慮し て採掘切羽下方に集水溝を設け、 沈殿池へ集水のう え清澄にし て放流する。  

３  定期的に排水路の整備を 実施すると と も に、 乾燥期には沈殿池の浚渫を 行い容量を 確保する 。  
 

 注 汚濁水等については、 当該採取場の集水区域、 放流水路及び下流河川について調査を おこ ない、 場外から 流入する 水の迂回水路、 開発に伴う 下流河川の

溢水を 防止する ための調整池、 場内水の清澄化のための沈砂池又は沈降剤の使用及びそれら の施設の維持管理について記載するこ と 。  

 

 ( 8)  重機及び車両等に伴う 災害 

予想さ れる 

災害の態様 

（ 例）  

１  ブルド －ザ作業によ る切羽面から の転落 

２  原石運搬車から の落石による 災害 

災害のおよぼす 

範     囲 

（ 例）  

１  オペレ －タ －自身 

２  運搬車通過道路周辺 

災害防止措置 

（ 例）  

１  掘削及び積込作業においては作業範囲を 規制し 、 相互の連絡を 密にと る 。  

２  運搬道路を 整備する 。  

３  切羽頭頂付近の転落が予想さ れる付近での作業については、 安全を 図る ため作業監視人を 設置する 。  
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６  岩石の賦存の状況 
 

（ 例）  

採取場一帯は標高200ｍ～300ｍの山が重畳し 、 地形は比較的急峻である 。 地質は、 丹波層群と よ ばれる 古成層から なり 、 層理は走行70°～80°W、

傾斜は40°～70°Sを 示す。 砂岩は暗灰色を 呈し 、 粒度は一定し ていない。 頁岩は非常に柔ら かいも のと 熱変質を 受けた硬質なも のがあり 、 表土及び

風化岩は中腹部から 山頂にかけて厚く 約0. 5～1. 0ｍである 。  

 
 

注１  採取場区域及びその周辺の地形・ 地質、 採取し よ う と する岩石の走行、 岩質及び傾斜について説明する こ と （ 「 地質図」 は新規認可以外は添付不要）  

  ２  採取区域内における 採取予定の岩石賦存量について記載し 、 「 岩石賦存量計算書」 を 添付する こ と 。  

 

 

７  採取する岩石の用途 
 

採取し よ う と する 

岩 石 の 名 称 

年間生産量 

（ 単位ト ン）  

年 間 生 産 量 の 製 品 別 内 訳 （ 単 位 ト ン ）  

砕     石 石     材 
工業用原料 合計 

道路用    小 計 切 石 間知石  その他 小 計 

              

              

計              

             

 

注１  採取期間が１ 年以上の場合は、 採取量が最大の年次について記載する こ と 。  

  ２  風化花崗岩（ まさ 土） を 採取し ている場合にあっ ては、 「 石材」 の「 その他」 の欄に記入する こ と 。  
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８  廃土又は廃石のたい積の方法等 

 ( 1)  廃土又は廃石のたい積の方法 

廃土・ 廃石の量 ㎥ たい積場面積 ㎡ たい積可能量 ㎥ 

廃土・ 廃石の処理方法 

並 び に そ の 計 画 

（ 例）  

 廃土又は廃石は直ち に搬出さ れる ので、 たい積場は設けていない。  

 

注１  廃土廃石の発生量及び処理方法について記載し 、 場外に搬出する場合は、 その搬出先を 記載する こ と 。  

  ２  場内堆積を 行う 場合は、 堆積場の立地条件・ 方法・ 土留工・ 排水の方法等、 廃土廃石の崩壊・ 流出を 防止するための措置、 施設について記載する こ と 。 

 

 ( 2)  製品のたい積方法 

たい積場面積 ㎡ たい積可能量 ㎥ たい積場の設置場所  

たい積の計画 

（ 例）  

 一時堆積場と し ては、 添付図に示すよ う に切羽下方平坦地に最大○○ト ン 以内を 高さ ○ｍ、 のり 面勾配は自然安定勾配と

し て計画し ている 。  

 

注１  「 たい積場の設置場所」 欄は、 「 採石場内」 「 採石場外」 の別を 記載するこ と 。  

  ２  堆積場の立地条件、 方法、 土留工、 排水の方法等を 記載する こ と 。  
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９  採掘終了時における防災及び環境保全措置 
 

対策及び施設 

（ 例）  

 １  採掘終了時においては隣接地と の間の保全区域が崩壊し ないよ う 土留施設を 設ける 。  

 ２  最終残壁の傾斜は60°以下と し 、 高さ ○ｍごと に幅○ｍ以上の小段を 残す。  

 ３  最終壁面は、 浮石を 除去し 、 植栽、 吹付けを 施し 環境保全に努める。  

 ４  採取跡地は、 グラ ンド 及び学校用地と し て残す。  

 

注１  最終残壁の土地利用計画について記載する こ と 。  

 ２  保全区域及び残壁に対する 防災措置及び整地計画について記載するこ と 。  

 ３  環境保全の立場から 緑化計画について記載する こ と 。 なお、 緑化復元は採取が終了し た時点で実施する のではなく 、 当該認可期間内に可能な限り 緑化

を 進める よう 計画する こ と 。  

  ４  採取後の一般的措置（ 最終残壁の小段の幅、 勾配及び植栽） について記載する こ と 。  
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10 業務管理者に関する書面 

 ( 1)  業務管理者及び採取場の管理機能 

採石場を 管理する 事務所 

所 在 地  

名 称 ・ Ｔ Ｅ Ｌ  （       ）      ─ 

採取場の業務管理者 

住 所   

氏 名   

業務管理者合格証番号   

務に専念でき る 一日の時間   

採取場の管理機構 

区 分 事  務 採  石 プ ラ ント  運  搬 そ の 他 合  計 摘  要 

直 轄        

請 負        

計        

請 負 業 者 名  
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 ( 2)  監督のための具体計画 

項   目 業  務  の  具  体  的  な  内  容 

採 取 計 画 の 作 成 

（ 例）  

１  採取計画の策定に参画し 、 認可採取計画に基づいて採取するよ う 監督する。  

２  認可を 受けた採取計画を 変更し て採掘すると き は、 変更計画について十分検討し 、 採取計画の変更を 受ける。  

３  採取計画は、 自然環境の早期回復と 岩石採取に伴う 災害の防止を 主眼と し て作成する 。  

 

採取 の 監 督及 び 災 

害が 予 想 さ れ る 場 

合 の 巡 回 計 画 

（ 例）  

１  毎日始業時前に作業員の点呼を 行い、 当日の作業計画を 説明し 、 災害防止の周知徹底を 図る 。  

２  毎日１ ～２ 回採取場内を 巡回し 次の点を 重点的に監督する 。  

 ( 1)  採取計画に沿っ た採掘方法を 行っ ている か。 特に切羽の高さ 、 階段の幅・ 傾斜角、 亀裂や浮石の点検を 十分に行う 。  

 ( 2)  発破に際し 、 危険防止のため定めた災害予防規定に従っ た措置が十分に行われている か。  

 ( 3)  プラ ント 施設について粉塵・ 騒音並びに汚濁水の処理のため設けてある沈殿池等の公害防止の機能が十分に機能し てい

る か。  

 ( 4)  廃土・ 廃石は直ち に搬出する よう 指導する 。 たい積する と き は、 防災施設が十分施さ れている か点検する。  

 ( 5)  搬出車の過積載、 シ－ト 掛けの点検がなさ れている か。  

 

災 害 防 止 に 

関 す る 教 育 

（ 例）  

１  毎日作業時間前に10～15分間作業計画を 説明すると と も に災害防止について指示する 。  

２  各機関で行われる 保安に関する 研修会なら びに講習会には、 作業員を 積極的に参加さ せる。  

 

災 害 が 発 生 し た 

場 合 の 措 置 

（ 例）  

１  作業を 直ち に中止する。  

２  現状確認のう え、 適切な措置を 取る と と も に監督を 受ける 機関に通報する。  

 

そ の 他 

 

 

注 業務管理者が、 申請に係る採取場において認可採取計画に従っ て岩石の採取及び災害の防止が行われるよ う 監督する ための具体的計画について詳し く  

記載する こ と 。  
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５   緑   化   計   画   書  
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（ 様式第１ 号）  

緑  化  計  画  書 

 

１  採取場所   

２  全体採取年数       年 ～    年 （   年間）    注） 採掘開始年次より 終掘年次までを 記載する。  

３  緑地面積 

 岩石採取場面積( ｲ)  緑地全体面積( ﾛ)  残面積( ｲ) －( ﾛ)  左欄の緑化し ない理由 

面 積（ ㎡）     
（ 注） 採取跡地を グラ ン ド 、 工場、 資材置場、 宅地 

 率 （ ％）  １ ０ ０    
 
４  伐開前の植生状況（ 立地、 樹木の種類、 概数、 樹高等を 記載する こ と 。 ）  

   

５  緑化計画の概要（ 自然環境保全に対する 基本理念、 緑化計画の要点を 簡明に記述する こ と 。 ）  

   

６  全体の緑化計画の工程（ 別紙様式の工程表に緑化計画等を 記載する こ と 。 ）  

   

７  実施計画 
 ( 1)  緑化全体計画（ 採取開始から 採取終了までの恒久緑化に係る計画、 暫定緑化は含まない。 ）  

区   分 期   間 面   積 
採取場面積に 

対する割合 

緑  化  内  容 
附帯工事（ 客土、 排水路工事等）  

高 木 低 木 ツ タ 類 芝 

残 存 緑 地  ㎡ ％ 本 本 本 ㎡  

既 造 成 植 樹 地         

計画造成植樹地 年～  年        

合 計 年間        
 
 注１  採取跡地計画平面図添付（ マスタ －プラ ン） ( 1/500～1/1, 000)  
  ２  採取跡地計画の標準断面図添付 ( 1/500～1/1, 000)  
  ３  各区分の合計面積は、 ３ ( ﾛ) の緑地全体面積と 一致するこ と 。  
  ４  高木と は樹高２ メ －ト ル以上のも のと し 、 それ以外は低木と する。  
  ５  附帯工事欄には、 客土○○・ 、 排水路、 Ｕ 字ト ラ フ ○○×○○m/m、 △△ｍと 記入する 。  
  ６  既造成植樹地欄には、 前回認可期間中までに緑化が完了し た区域の面積を 、 計画造成植樹地の欄には、 今回認可期間以降に緑化を 計画し ている区域の面積

を それぞれ記入する こ と と し 、 いずれの場合においても 暫定緑化の面積は含まないこ と 。  
  ７  全体緑化計画工程表と の整合を 図る こ と 。  
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 ( 2)  今回認可申請期間中の年次計画（ 恒久緑化に係る も の）  

年    次 第１ 年次 第２ 年次 第３ 年次 第４ 年次 第５ 年次 第６ 年次 第７ 年次 合計 

面    積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
緑 

化 

内 

容 

区  分 数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

数量 左の樹種 
等の内訳 

高木( 本)                  
低木( 本)                  
計( 本)                  
ツ タ 類( 本)                  
芝( ㎡)                  
附帯工事 
( 客土･排水工等)  

 
 

       

 
 注１  年次緑化計画平面図に各年次計画区域を 色区分し 記入のこ と 。  
  ２  内訳欄には樹種の他、 植樹方法（ 本／㎡等） を 示すこ と 。  

 ( 3)  今回認可申請期間中の年次計画（ 暫定緑化に係る も の）  

     年       次 第１ 年次 第２ 年次 第３ 年次 第４ 年次 第５ 年次 第６ 年次 第７ 年次 
① 今回認可期間中に新たに生ずる 壁面面積 ㎡ 

② 上記①のう ち遮断措置を 講ずる 壁面面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
③ 上記①のう ち暫定緑化を 行う 壁面面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
 ⅰ 表土未除去面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
 ⅱ 暫定緑化面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
 ⅲ 恒久緑化面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
④      ②＋③ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
⑤     ④/①×100 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
 ⑤が50％未満と なる 理由                   別紙に記載する こ と  

⑥ 上記の他に、 暫定緑化を 行う 壁面面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

８  植栽後の管理 

 ( 1)  管理体制（ 管理責任者氏名及び機構等を 記入する こ と 。 ）  

 ( 2)  管理方法（ 施肥、 病害虫防除等を 具体的に記入するこ と 。 ）  

９  その他 

 ( 1)  継続認可申請については、 前回申請時の緑化計画の実績報告を 行う こ と 。 なお、 その実施に著し い変更が認めら れる 場合はその理由書を 添付のこ と 。  

( 2)  現況、 緑化済箇所については、 状況が把握でき る写真を 添付し 、 その撮影位置方向を 採取計画平面図に記入する こ と 。  
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全 体 計 画 緑 化 工 程 表 

 

         計画年数       年 ～     年 （   年間）  

植 栽 

区 域 
工  種 

 

１  ２  ３  ４  ５  ６  ７  ８  ９  10 11 12 13  （ 最終年）  

○ 
周辺整備 

植  栽 

         
    
  

○ 
周辺整備 

植  栽 

         
   
 

○ 
周辺整備 

植  栽 

         
    
  

○ 
周辺整備 

植  栽 

          
    
  

  
      

進 捗 

状 況 

   ㎡ 

表土除去 
 

（    ）  
 

（    ）  
 

（    ）  
 

 

（    ）  
 

（    ）  

   ㎡ 

植  栽 
 

（    ）  
 

（    ）  
 

（    ）  
 

 

（    ）  
 

（    ）  
 

 注１  当該採取場での緑化開始時よ り 記入のこ と 。  

  ２  植栽区域番号は採取跡地計画平面図に区域を 示し 記入するこ と 。  

  ３  進捗状況欄の上段は単年度の面積、 下段（  ） 内は累計を 記入する こ と 。  

  ４  年度区分は、 認可の年度区分と する こ と 。  

  ５  当該認可年度について二重枠で表示する こ と 。  
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採取量及び緑化にかかる実績・ 計画 

 

（ 採取量）        採取開始年      年 

岩 石 名 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 

 

（      ）  

t  t  t  t  t  t  t  t  t  t  

t  t  t  t  t  t  t  t  t  t  

表土及び風化土 
t  t  t  t  t  t  t  t  t  t  

t  t  t  t  t  t  t  t  t  t  

合  計 
t  t  t  t  t  t  t  t  t  t  

t  t  t  t  t  t  t  t  t  t  
 

 注１  上段には計画、 下段には実績を 記入する こ と 。  

  ２  当該表については、 過去 10 ヵ 年分を 記載する こ と 。  

 

（ 緑化）  

緑 化 面 積 

年  次 1 2 3 4 5 6 7 

前 回 認 可 
㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

今 回 申 請 
㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

次 回 計 画 
㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

 

 注１  上段には計画、 下段には実績を 記入する こ と 。  

  ２  記載にあたっ ては、 認可の各年次（ １ か年） ごと に行う こ と 。  
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６  採 取 跡 に お け る 災 害 の 防 止 の た め に 必 要 な 資 金 計 画  
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採取後における緑化及び災害防止措置のための資金計画 

( 1)  緑化及び災害防止措置にかかる 費用 

項  目 数 量 単価（ 円）  経費（ 円）  備  考 

高木（ 本）       

低木（ 本）       

小計（ Ａ ）    

ツ タ 類（ 本）       

芝（ ㎡）       

小計（ Ｂ ）    

附帯工事      

     

     

小計（ Ｃ ）    

その他の費用      

     

小計（ Ｄ ）    

合計   
 

注１  数量は緑化計画書７ ( 2) 今回申請期間中の年次計画（ 恒久緑化に係る も の） と 一致さ せる こ と 。  
 ２  備考欄には樹種、 工種等を 記載する こ と 。  
 ３  その他の費用には緑化以外にかかる 費用や、 「 採取計画認可申請書 ９ 採掘終了時における 防災及び環境保全措置」 等にかかる 費用を 計上する こ と 。  

 

( 2)  必要資金の調達方法 

種  類 金額（ 円）  備  考 

自己資金   

融資   

製品売上金   

積立金   

その他   

合計   
 
 注１  備考欄には添付書類の名称を 記載する こ と 。  
  ２  自己資金については銀行等の残高証明書又は前年度の貸借対照表を 添付する こ と 。  
  ３  融資については銀行等の融資証明書又は前年度の貸借対照表を 添付する こ と 。  
  ４  製品売上金の備考欄には販売計画（ 採取数量は「 採取計画認可申請書 ２ 採取を する 岩石の種類及び数量」 等と 整合さ せる こ と 。 ） を 記載する こ と 。  
  ５  積立金については兵庫県砕石事業協同組合の証明書、 特定採石災害防止準備金の積立状況を 添付する こ と 。  
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７  誓  約  書  ・  保  証  書  ・  届  出  書  
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（ 様式第３ 号）  

 

緑 化 誓 約 書 

 

 

  年  月  日 

 

 

  神戸市長        様 

 

 

住    所               

氏名又は名称               

 

 

 私は、 別途採石法に基づく 採取計画認可申請書を 提出いたし ますが、 採取の際は、 自然

環境の破壊を 必要最小限度に留め、良好な自然環境を 確保する ため、別添緑化計画書に基

づき 、 忠実にその内容を 履行する こ と を 誓約し ます。  

 なお、 こ の義務を 怠っ た場合は、 いかなる 処分を 受けても 異議は申し 立てません。  
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誓  約  書 

 

 

  年  月  日 

 

 

  神戸市長        様 

 

 

住    所               

氏名又は名称               

 

 

 私は、 本件採取計画の認可内容なら びに認可の条件を 遵守し 、 災害防止、 自然環境の保

全に努める こ と を 誓約いたし ます。  

 な お、 上記遵守の義務を 怠っ た場合は、 いかなる 処分を 受けても 異議は申し 立てませ

ん。  
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（ 様式第１ 号）  

 

跡 地 整 備 等 連 帯 保 証 書 

 

 

  年  月  日 

 

神戸市長       様 

 

連帯保証人                      

住所（ 法人にあっ ては、 主たる 事務所の所在地）    

                         

氏名（ 法人にあっ ては、 名称及び代表者の氏名）    

                        

 

連帯保証人                      

住所（ 法人にあっ ては、 主たる 事務所の所在地）    

                         

氏名（ 法人にあっ ては、 名称及び代表者の氏名）    

                        

 

 

 申請者                    が、下記の岩石採取計画の認可（ 変

更認可） 申請書に定めら れた採取計画に基づき 岩石の採取を 行う にあたり 、跡地整備等の

災害防止措置を 履行でき ない場合は、 兵庫県岩石採取跡地整備等保証実施要領第２ 条第

２ 項の規定によ り 申請者に協力し 又は申請者に代っ て保証人連帯のう え、 確実に履行す

る こ と を 保証し ま す。  

 

記 

 

１  連帯保証に係る 岩石採取場の所在地（ 位置）  

２  採取場の面積                                  平方メ ート ル 

３  岩石採取の期間                  認可の日から ○年間 

４  採取する 岩石の種類及び予定数量                 ト ン  

 

注１  本文冒頭の空欄には、 岩石採取計画認可申請者の氏名又は名称及び法人にあっ て

は代表者の氏名を 記載する こ と 。  

 ２  連帯保証人が、死亡倒産等によ り 、連帯保証人の義務が履行でき なく なっ たと き 又

は履行でき なく なる おそれが生じ たと き は、 申請者は速やかに新たな連帯保証人を

選定し 、 当該連帯保証人に係る 保証書を 提出する こ と 。  
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業務管理者等講習会受講申出書 
 

  年  月  日 

 

神戸市長       様 

 

住 所               

 

氏 名                             

法人にあっ ては、 法人所在地   
並びに法人名及び代表者氏名   

 

 兵庫県砕石事業協同組合が開催し た経営者・ 業務管理者講習会について、下記のと おり

受講し まし たので申し 出ます。  

 

記 

 

１  採取計画認可期間（ 今回認可を 受けよ う と する 期間の前の期間）  

      年  月  日 から     年  月  日 まで 

 

２  上記１ の期間中の受講履歴 

受講年月日 
受 講 者 

役 職 氏 名 
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８  添  付  書  類  一  覧  表  
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 添 付 書 類 注    意    事    項 

１  前回認可書の写し   

２  文化財保護法に基づく

文化ス ポーツ 局の書面 

 

３  業務管理者に関する 書

面 

 様式はＰ 25～26を 参照のこ と 。  

４  採取計画に関する 誓約 

書 

１  様式はＰ 40を 参照のこ と 。  

２  日付は申請書の鏡の申請年月日に合わせる こ と 。  

５  緑化計画書 １  様式はＰ 29～32を 、 記載要領はＰ 63～65を 参照のこ と

。  

２  更新認可申請において は、 前回申請の緑化計画書の実

施に著し い変更が認めら れる 場合は、 その理由書を 添付

する こ と 。  

３  更新・ 変更の場合は現行認可期間中における 緑化実績

を 記入のこ と 。  

６  採取跡における 災害の

防止のために必要な 資

金計画 

 様式はＰ 35を 参照のこ と 。  

７  緑化誓約書 １  様式はＰ 39を 参照のこ と 。  

２  日付は申請書の鏡の申請年月日に合わせる 。  

８  場内現況写真 

 

 ① 全景写真 

 ② 緑化済箇所写真 

 ③ 排水施設等写真 

 ④ 切羽写真 

 ⑤ その他 

 現況平面図に撮影位置方向を 明示し 写真には撮影年月日

及び注釈を 付ける こ と 。  

① 採取区域を 赤線で示すこ と 。  

② 緑化済箇所が複数の場合は、 その各々の写真を 添付

する こ と （ 更新・ 変更の場合は現行認可期間中におけ

る 緑化済箇所の写真を 必ず添付する こ と ） 。  

③ 断面寸法が確認出来る よ う にポ－ル、 箱尺等を 用い

る こ と 。  

④ ベン チ 高、 小段幅の確認出来る 写真を 添付する こ と

。  

⑤ プ ラ ン ト 全景写真等 
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 添 付 書 類 注    意    事    項 

９  展望写真  展望写真は、 土石採取等遵守基準別表に定める 対象区域

判別のための根拠資料と な る こ と から 、 その撮影にあたっ

て は以下に十分留意する こ と 。  

 なお、 採取場区域全域が土石採取等遵守基準１ ( 1) から

( 8) に該当する 場合にあっ て は、 展望写真の提出を 要し な い

。  

① 展望写真は、 採取場区域周辺の２ ㎞四方に位置する

主要交通路（ 土石採取等遵守基準に定める も の） から

撮影する も のと し 、 周辺状況図に撮影位置及び撮影方

向を 明示し 、 写真には撮影年月日を 付記する こ と 。  

② 写真撮影位置は、 主要交通路から 採取場区域を 望ん

だ際に、 造成法面（ 最終残壁） が広範囲に展望で き る

位置を 選定する も のと し 、 主要交通路ごと に４ 方位か

ら １ 箇所以上撮影する こ と （ 造成法面（ 最終残壁） が

展望で き な い場合も 同様と する 。 ） 。  

 

③ 写真サイ ズはキャ ビ ネ版以上と し 、 採取場区域及び

造成法面（ 最終残壁） を 赤線で 示すこ と 。  

10 契約書ま たは同意書の

写し  

 登記簿上の所有者と 契約者と が異な る 場合は、 両者の関

係が確認出来る よ う にする こ と 。  

11 採石業登録通知書写し   

12 採石業務管理者試験合

格証の写し  
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 添 付 書 類 注    意    事    項 

13 関係法令の許認可書の

写し  

１  申請中のも のにあっ て は、 受付印の押印さ れた当該申

請書の写し を 添付する こ と 。  

２  許認可の更新を 行っ て いる も のは、 最新の許認可書以

外は添付不要と する 。  

３  申請書（ ４ ( 1) 他の行政庁の許認可状況） と の整合を 図

る  こ と 。  

14 年次別採取量計算書 １  原則と し て平均断面法によ り 求める こ と 。  

２  重量換算を する こ と 。  

３  申請書（ ２ 採取を する 岩石の種類及び数量） 及び縦横

断図と の整合を 図る こ と 。  

15 岩石賦存量計算書 １  原則と し て平均断面法によ り 求める こ と 。  

２  申請書（ ２ 採取を する 岩石の種類及び数量） 及び縦横

断図と の整合を 図る こ と 。  

16 廃土石の発生量計算書  

17 排水施設の計算書 １  流域図を 添付し 、 排水路の水理計算、 沈砂池の面積と

容量の計算を 行う こ と 。  

２  採石技術審査指針を 参照のこ と 。  

18 前回認可の採取実績 採取範囲・ 採取量それぞれについて実績報告を 提出のこ と

。  

19 跡地整備等に係る 連帯 

保証書 

様式はＰ 41を 、 記載方法はＰ 91～92を 参照のこ と 。  

20 前年度の点検結果通知

書の写し  

認可延長加算を 希望する 場合のみ提出する こ と 。  

21 経営者・ 業務管理者講

習会受講申出書 

認可延長加算を 希望する 場合のみ提出する こ と 。  

様式はP42を 参照のこ と 。  
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９  添  付  図  面  一  覧  表  
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 添 付 図 面 注    意    事    項 

１  位置図( S=1/50, 000)   

２  周辺状況図 

( S=1/3, 000～5, 000)  

１  採取場区域を 中心に、 その区域縁から 概ね２ ㎞の範囲を 含

むも のと する 。 ただし 、 概ね２ ㎞の範囲に土石採取等遵守基

準に定める 主要交通路が位置し ない場合は、 その範囲を 狭め

る こ と がで き る 。  

２  採取場区域はその区域縁を 赤線で 、 区域縁から 周辺500ｍ

を 黄線で示すこ と 。  

３  採取場区域については、 採取跡地利用計画を 図示する こ と

と し 、 次のよ う に色別する こ と 。  

・  第１ 種区域の基準によ る 法面 ----- 緑色 

 ・  第２ 種区域の基準によ る 法面 ----- 黄緑色 

 ・  第３ 種区域の基準によ る 法面 ----- 黄色 

 ・  そ の他植生 回復を 行う 箇所 ----- 桃色 

 ・  残   存   緑   地 ----- 水色 

４  土石採取等遵守基準に定める 主要交通路、 河川、 隣接採取

場について は、 その名称を 記入し 、 次によ り 色別する こ と 。  

 ・  主要交通路 ----- 茶色 

 ・  河   川 ----- 桃色 

 ・  隣接採取場 ----- 紫色 

５  土石採取等遵守基準に定める 主要交通路から の展望写真の

撮影位置及び撮影方向を 表示する こ と 。  

３  字 限 図 １  法務局備え付けのも のを 転写し 、 合成図を 作成する こ と 。  

２  転写年月日、 転写場所、 転写者名を 記入する こ と 。  

３  里道は茶色、 水路は水色、 採取場区域は赤色で 表示する こ

と 。  

４  求 積 図  計画平面図と 同じ 縮尺と する こ と 。  

５  現況平面図 

( S=1/500～1, 000)  

１  計画平面図と 同じ 縮尺と する こ と 。  

２  地番境界線を 記入する こ と （ 隣接地番も 記入） 。  

３  採取場区域は黒線、 行為区域は赤線で 表示する こ と 。  
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 添 付 図 面 注    意    事    項 

６  計画平面図 

( S=1/500～1, 000)  

 

  

  

１  計画線は現状線よ り 太い線で明確に記入する こ と 。  

２  縦横断図の測線を 番号と 共に明記する こ と 。  

３  認可区域を 赤線で表示する こ と 。 なお、 採取場区域の境界

には、 保全区域（ ５ m以上） を 確保し 、 緑色で着色する こ と

。  

４  年次別採取区域は次のよ う に色別する こ と 。  

・  １ 年目採取区域 ----- 桃色 

 ・  ２ 年目採取区域 ----- オレ ン ジ色 

 ・  ３ 年目採取区域 ----- 紫色 

 ・  ４ 年目採取区域 ----- 黄色 

  ・  ５ 年目採取区域 ----- 赤色 

 ・  ６ 年目採取区域 ----- 緑色 

 ・  ７ 年目採取区域 ----- 水色 

５  排水施設・ 沈砂池・ 周辺水路は青色で、 場内運搬路・ 場外

道路は茶色で着色する こ と （ 既設、 計画の別を 記入のこ と ）

。  

６  製品堆積場、 廃土堆積場の位置も 記入する こ と 。  

７  縦 横 断 図 

( S=1/500～1, 000)  

 

１  計画平面図と 同一縮尺と し 、 測点間隔は50～100m で 作成

する こ と （ 当該認可期間中に採取又は緑化し ない箇所は添付

不要と する ） 。  

２  計画採取部分は年次毎に計画平面図に合わせ色分けする こ

と 。 な お、 最終計画線も 記入する こ と 。  

３  計画地盤高を 記入する こ と 。  

４  採取場区域は黒線、 行為区域は赤線で 表示する と と も に、

保全区域を 明示する こ と 。  

５  年次別採取断面積及び賦存量断面積を 次表のよ う に表示す

る こ と （ 年次別採取量計算書及び岩石賦存量計算書と の整合

を 図る こ と ） 。  

単位： ㎡ 

１ 年次 ２ 年次 ３ 年次 ４ 年次 ５ 年次 ６ 年次 ７ 年次 賦存量 

        
 

８  場内排水処理系統図 

( S=1/500～1, 000)  

１  採取場区域外の残流域から の流入水を 含めた場内排水の処

理系統を 明示し 、 水理計算書と 対比で き る よ う にする こ と 。  

２  排水施設、 沈砂池には諸元と 流水方向を 記入し 青色で 着色

する こ と 。  

３  更新認可申請において は、 既設、 計画の区別を 明示する こ

と 。  
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 添 付 図 面 注    意    事    項 

９  場内運搬系統図 

( S=1/500～1, 000)  

１  原石運搬系統（ 切羽から プ ラ ン ト ま での経路） を 赤矢

印で記入のこ と 。  

２  製品運搬系統（ プ ラ ン ト ～スト ッ ク ヤ－ド ～場外の経

路） を 黄矢印で 記入のこ と 。  

３  廃土運搬系統（ 発生場所から 堆積場への経路） を 茶矢

印で記入のこ と 。  

10 地質図  採取場の位置を 明示する こ と 。  

11 採掘規格図、 発破規格

図 

  標準的な 採掘順序を 明記する こ と 。  

12 破砕選別系統図  

13 堆積方法の図面 １  堆積場の位置は、 平面図に又堆積場が場外にある 場合

は周辺状況図に明示し 、 堆積面積・ 堆積可能量を 記載し

、 断面図も 作成する こ と 。  

２  場外において、 堆積する 場合は原則と し て、 保全区域

５ ｍ以上を 確保し 緑化する こ と 。  

14 土留施設の構造図  既設施設は黄色、 計画施設は赤色で着色する こ と 。  

15 排水施設の構造図  既設、 計画の区別を 明示し 、 H. W. Lを 必ず記入する こ と 。  

16 採取跡地計画平面図 

( S=1/500～1, 000)  

１  採取完了後の緑化計画、 排水計画、 跡地利用計画を 次

のと おり 色別する こ と 。  

・  第１ 種区域の基準によ る 法面 ----- 緑色 

 ・  第２ 種区域の基準によ る 法面 ----- 黄緑色 

 ・  第３ 種区域の基準によ る 法面 ----- 黄色 

 ・  そ の他植生 回復を 行う 箇所 ----- 桃色 

 ・  残   存   緑   地 ----- 水色 

 ・  河 川 ・  水 路 ・  調 整 池 ----- 青色 

  ・  道           路 ----- 茶色 

２  残壁斜面の維持管理のため、 斜面昇降路を 計画する こ

と が望まし い。  
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 添 付 図 面 注    意    事    項 

17 採取跡地計画縦断図  客土、 緑化方法、 排水路等の詳細が分かる よ う に必要に応じ

、 拡大図も 記入のこ と 。  

18 年次別緑化計画平面

図 

( S=1/500～1, 000)  

１  既緑化区域、 年次別緑化計画区域を 色別し 各々の面積を 記

入する こ と 。  

２  図面の着色は、 次のと おり と する 。  

・  １ 年目緑化計画区域 ----- 桃 色 

 ・  ２ 年目緑化計画区域 ----- オレ ン ジ 色 

 ・  ３ 年目緑化計画区域 ----- 紫 色 

 ・  ４ 年目緑化計画区域 ----- 黄 色 

  ・  ５ 年目緑化計画区域 ----- 赤 色 

 ・  ６ 年目緑化計画区域 ----- 緑 色 

 ・  ７ 年目緑化計画区域 ----- 水 色 

・  河川、 水路、 沈砂池 ----- 青 色 

・  既緑化区域 ------------- 黄緑色 

３  緑化計画書と の整合を 図る こ と 。  
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10 届 出 書 ・ 報 告 書 （ 認 可 期 間 中 の 使 用 様 式 ）  
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   岩石採取休止・ 廃止届書 

整理番号  

受理年月日 年  月  日 

 

  年  月  日  

 

  神戸市長         様 

 

 

住  所                   

氏 名 ・ 名 称及 び 法 人 に あ           

っ ては、 その代表者の氏名            

登 録 年 月 日及 び 登 録 番 号           

 

 

 

 採石法第 33 条の 10 の規定に基づき 、 次のと おり 届け出ま す。  

 

 

 

１  採取計画の認可（ 変更の認可を 含む。 ） を 受けた年月日  

２  当該岩石採取場における 岩石の採取の休止・ 廃止の年月日（ 休止の場合にあ

っ ては、 再開予定年月日）  

３  当該岩石採取場の状況 

 

 

 

（ 備考） １  用紙の大き さ は、 日本産業規格Ａ ４ と する こ と 。  

    ２  整理番号・ 受理年月日については記載し ないこ と 。  

    ３  「 休止・ 廃止」 は、 届出事由によ り いずれか一方を 消すこ と 。  

    ４  「 当該岩石採取場の状況」 については、 採取跡の崩壊防止施設の設

置その他岩石の採取に伴う 災害の防止を 図る ための措置の実施状況を

含めて記載する こ と 。  
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   氏名等変更届書 

整理番号  

受理年月日 年  月  日 

 

  年  月  日  

 

  神戸市長         様 

 

 

住  所                   

氏 名 ・ 名 称及 び 法 人 に あ           

っ ては、 その代表者の氏名            

登 録 年 月 日及 び 登 録 番 号           

 

 

 

 採石法第 33 条の５ 第４ 項の規定に基づき 、 次のと おり 届け出ま す。  

 

 

１  変更の内容 

従 前 の 内 容 変 更 後 の 内 容 

  

 

２  変更の理由 

 

 

 



59 
 

（ 様式第２ 号）  

緑 化 状 況 報 告 書 
 

  年  月  日 
 

  神戸市長        様 
 

住    所              

氏名又は名称              

 

 土石採取等遵守基準細則３ ( ３ ) の規定に基づき 、    年 月 日現在の緑化状況につ

いて、 下記のと おり 報告し ます。  

記 

１  恒久緑化 

認可期間 採取年次 工種 
面積 

( 単年)  
面積 

( 累計)  
恒久緑化 
履行率 

左の外に恒久緑
化を 行っ た 面積 

A B ( B の実績/計画)  

～ 

1 年次 
計画      

実績      

2 年次 
計画      

実績      

3 年次 
計画      

実績      

4 年次 
計画      

実績      

5 年次 
計画      

実績      

6 年次 
計画      

実績      

7 年次 
計画      

実績      

合計 
計画      

実績      

２  暫定緑化 
今回認可期
間中に新た
に生ずる 壁

面面積 

採取年次 
遮断措置 
面  積 

暫定緑化面積 

合 計 
暫定緑化 
履 行 率 

左の外に
暫定緑化
を 行っ た
壁面面積 

表 土 
未除去 

暫定緑化 恒久緑化 小 計 
 工 種 面 積 工 種 面 積 

A  B C  D  E F( =C+D+E)  G( =B+F)  H( =G/A)  I  

 

1 年次 
計画           

実績           

2 年次 
計画           

実績           

3 年次 
計画           

実績           

4 年次 
計画           

実績           

5 年次 
計画           

実績           

6 年次 
計画           

実績           

7 年次 
計画           

実績           

合計 
計画           

実績           
 
 注 添付書類： ( １ )  緑化実施箇所及び主要交通路から の可視区域を 表示し た平面図 

        ( ２ )  緑化実施箇所の写真 

        ( ３ )  緑化実績面積の算出根拠資料（ 求積図等）  
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（ 様式第４ 号）  

緑 化 完 了 報 告 書 

 

 

  年  月  日 

 

神戸市長        様 

 

 

住    所                

氏名又は名称                

 

 

 土石採取等遵守基準に基づく 緑化事業が完了し ま し たので報告いたし ます。  

 

緑化場所  

期  間  

完了年月日  

備  考  

 注 添付書類： ( １ )  緑化状況を 表示し た現況平面図及び標準縦横断面図 

        ( ２ )  緑化状況の分かる 写真 
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11 緑 化 計 画 書 及 び 緑 化 状 況 報 告 書 の 記 載 要 領  

  



62 
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緑化計画書の記載要領について  

 

 緑化計画書（ 遵守基準細則様式第１ 号） は以下の要領で作成する こ と 。  

 

１  緑化計画書７ ( 1) 関係 

  既造成植樹地欄及び計画造成植樹地欄の面積（ ５ ( 1) によ り 算定する こ と ） には暫定

緑化の面積は含まないこ と 。  

２  緑化計画書７ ( 2) 関係 

  合計欄に記載する 面積は、 ５ ( 1) によ り 算定する こ と 。 ま た、 最終残壁形成後速やか

に恒久緑化に着手する よ う 緑化計画を 策定する こ と 。  

３  緑化計画書７ ( 3) 関係 

 ① 今回認可期間中に新たに生ずる 壁面の面積 

   今回認可期間中に採掘を 予定し ている 壁面（ ５ ( 2) によ り 算定する こ と ） について、

重要な視点場から の可視、不可視に係わら ずすべての壁面面積を 記入する こ と（ 今回

認可期間中に新たに表土除去を 行う 壁面だけではな く 、 既に表土除去済の壁面を 含

む） 。 なお、 壁面面積は、 最終残壁形成の有無にかかわら ず、 当該認可期間の最終形

状で算定する も のと する 。  

 ② 上記①のう ち 、 遮断措置を 講ずる 壁面面積 

   遮断措置と は、 採掘を 行う 壁面が採取場外（ 主要交通路） から 見えないよ う に、 高

木の植樹、 フ ェ ン ス設置等を 行う こ と を いう 。  

 ③ 上記①のう ち 、 暫定緑化を 行う 壁面面積 

   こ の暫定緑化面積には、 表土未除去面積（ 表土除去を 行う 前の自然斜面） 、 暫定緑

化面積及び恒久緑化面積の３ 項目を 含むも のと する 。  

 ④ ②＋③ 

   ②と ③の合計値を 記入する こ と 。  

 ⑤ ④／①×100 

    ④の①に占める 割合を 算定のう え記入し 、50％未満の場合は、別紙に理由を 記載す

る こ と 。 こ の場合、 遵守基準取扱要領７ ( 1) のただし 書に該当する こ と 。  

 ⑥ 上記の他に、 暫定緑化を 行う 壁面面積 

   上記③以外に、 自主的に暫定緑化を 行う 場合は、 壁面面積を 記入する こ と 。  

４  図面への表示について 

 ( 1)  緑化計画書７ ( 3) に記載し た暫定緑化箇所について、 年次別緑化計画平面図に範囲

及び面積を 年次別に明示する こ と 。  

 ( 2)  緑化計画書７ ( 3) に記載し た表土未除去面積に対応する 表土除去箇所について、 採

取計画平面図に表土除去の範囲及び面積を 年次別に明示する こ と 。  

５  面積の算定方法について 

  ( 1)  恒久緑化に係る 面積は、 上部から の投影面積と する （ 従来どおり ） 。  

 ( 2)  暫定緑化に係る 壁面面積は、 原則と し て「 法面面積」 と する が、 面積の算定が困難

な場合は、 「 正面から の投影面積」 でも 可と する 。  
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６  記載要領の具体例 

 

 ( 1)  具体例の前提条件 

  ア 認可期間は４ 年間 

  イ  表土除去 

   ① １ 年次採掘箇所の表土除去は前回認可期間中に終了し ている 。  

   ② ２ 年次以降の表土除去は各採掘年次に行う 。  

  ウ 暫定緑化は、 採取年次の翌年度に実施する 。  

  エ 遮断措置は実施し ない。  

  オ 恒久緑化 

    上記 A～Cは最終残壁ではないため、 今回認可期間中には実施し ない。  
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 ( 2)  記載方法 

 ( 3)  今回認可申請期間中の年次計画（ 暫定緑化に係る も の）  

年    次 第１ 年次 第２ 年次 第３ 年次 第４ 年次 

① 今回認可期間中に新たに生ずる 壁面面積 A+B+C+D 

② 上記①のう ち 遮断措置を 講ずる 壁面面積 なし  なし  なし  なし  

③ 上記①のう ち 暫定緑化を 行う 壁面面積 G+I +J A+I +J A+J A+B 

ⅰ 表土未除去面積 G+I +J I +J J なし  

ⅱ 暫定緑化面積 なし  A A A+B 

ⅲ 恒久緑化面積 なし  なし  なし  なし  

④   ②＋③ G+I +J A+I +J A+J A+B 

⑤   ④/①×100 75％ 75％ 50％ 50％ 

⑤が50％未満と なる 理由 別紙に記載する こ と  

⑥ 上記の他に、 暫定緑化を 行う 壁面面積 なし  なし  なし  なし  
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緑化状況報告書の記載要領について  

 

１  提出時期 

  遵守基準細則によ り 、認可年度（ 認可期間の初日から 起算し た１ 年ごと の期間） 末の緑化状況を 緑

化状況報告書（ 遵守基準細則様式第２ 号） によ り 、 毎年、 認可年度が満了する月の翌月末までに神戸

市に報告する こ と （ 例： 認可期間が令和○年７ 月７ 日から 令和△年７ 月６ 日までの場合、 毎年８ 月

末までに、 その年の７ 月６ 日現在の緑化状況を 報告する 。 ） 。  

 

２  記載要領  

  ( 1)  恒久緑化 

  ア 「 工種」 欄は、 緑化工の種別（ 植裁、 種子吹付け等） を 記載するこ と 。  

    イ  「 面積（ 単年） 」 欄は、 上段に緑化計画書７ ( ２ ) の表中の面積を 転記し 、 下段に１ 年次から 現

在までの各年次ごと に実施し た恒久緑化箇所の上部から の投影面積を記載するこ と 。  

  ウ 「 面積（ 累計） 」 欄は、 １ 年次から 現在までの各年次の「 面積（ 単年） 」 欄の値を 積み上げて

記載する こ と 。  

    エ 「 恒久緑化履行率」 欄は、 「 面積（ 累計） 」 欄の実績値を 計画値で除し て得ら れた値を 記載す

る こ と 。  

  オ 「 左の外に恒久緑化を 行っ た面積」 欄は、緑化計画書７ ( ２ ) に計上し た箇所以外を 恒久緑化し

た場合に、 その上部から の投影面積を 記載するこ と 。  

 ( 2)  暫定緑化 

  ア 「 今回認可期間中に新たに生ずる 壁面面積」 欄は、緑化計画書７ ( ３ ) の表の①欄の値を 転記す

る こ と 。  

  イ  「 遮断措置面積」 欄は、 上段に緑化計画書７ ( ３ ) の表の②欄の値を 転記し 、 下段に１ 年次から

現在までの各年次末における 、 アに対応する 壁面のう ち 遮断措置によ り 採取場外から 展望でき

ない箇所の法面面積又は正面から の投影面積を 記載する こ と 。  

  ウ 「 表土未除去」 欄は、 上段に緑化計画書７ ( ３ ) の表の③ⅰ欄の値を 転記し 、 下段に１ 年次から

現在までの各年次末における 、 アに対応する 壁面のう ち 自然斜面が残存し ている 箇所の法面面

積又は正面から の投影面積を 記載するこ と 。  

  エ 暫定緑化及び恒久緑化の「 工種欄」 は、 緑化工の種別（ 植裁、 種子吹付け、 グリ ーンネッ ト 等）

を 記載するこ と 。  

  オ 暫定緑化の「 面積」 欄は、 上段に緑化計画書７ ( ３ ) の表の③ⅱ欄の値を 転記し 、 下段に１ 年次

から 現在までの各年次末における 、 アに対応する 壁面のう ち 暫定緑化を 施し てある 箇所の法面

面積又は正面から の投影面積を 記載するこ と 。  

  カ  恒久緑化の「 面積」 欄は、 上段に緑化計画書７ ( ３ ) の表の③ⅲ欄の値を 転記し 、 下段に１ 年次

から 現在までの各年次末における 、 アに対応する 壁面のう ち 恒久緑化を 施し てある 箇所の法面

面積又は正面から の投影面積を 記載するこ と 。  

  キ 「 小計」 欄は、 「 表土未除去」 欄並びに暫定緑化及び恒久緑化の「 面積」 欄の値の和を 記載す

る こ と 。  

  ク  「 合計」 欄は、 「 遮断措置面積」 欄及び「 小計」 欄の値の和を 記載するこ と 。  

  ケ 「 暫定緑化履行率」 欄は、 「 合計」 欄の値を「 今回認可期間中に新たに生ずる壁面面積」 欄の

値で除し て得ら れた値を 記載する こ と 。  

  コ  「 左の外に暫定緑化を 行っ た壁面面積」 欄は、上段に緑化計画書７ ( ３ ) の表の⑥欄の値を 転記

し 、 下段に１ 年次から 現在までの各年次末における 、 アに対応する 壁面以外で恒久緑化及び暫

定緑化を 施し てある箇所の法面面積又は正面から の投影面積を 記載するこ と 。  
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12 岩 石 採 取 に 係 る 関 係 法 令 及 び 窓 口 一 覧  
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岩 石 採 取 に 係 る  関 係 諸 法 令 

（ １ ／４ ）  

No 行  為 関係法令 条  項 内     容 所管課 

 用地の取得 不動産登記法 第18条 

第82条 

土地の登記及び採石権設定登

記申請 

神戸地方法務

局 

 農地法 第４ 条 

第５ 条 

農地又は採草放牧地の転用許

可申請 

神戸市農業委

員会 

 国土利用計画

法 

第23条 土地に関する 権利の移転等の

届出 

行財政局資産

活用課 

 土地の使用 採石法 第36条 他人の土地の使用許可申請 建設局防災課 

 民有林内の伐採 森林法 第10条の８  地域森林計画の対象と なっ て

いる民有林の伐採届出 

経済観光局農

政計画課 

 民有林内の開発 第10条２  地域森林計画の対象と なっ て

いる民有林内の開発行為 

 

神戸農林振興

事務所森林課 

 
 保安林内の採取 第34条 保安林内の土石採取許可申請 

 保安施設地区内 

の採取 

第44条 保安施設地区内の土石採取許

可申請 

 保安林解除 第27条 保安林指定解除申請 

 農用地区域内の 

採取 

農業振興地域

の整備に関す

る 法律 

第15条の２  農用地区域内における 土石採

取の許可申請 

経済観光局農

政計画課 

 国立公園、 国定 

公園内の採取 

自然公園法 第17条 

 

第18条 

 

第20条 

特別地域内の土石採取の許可

申請 

特別保護地区内の土石採取の

許可申請 

普通地域内の土石採取の届出 

環境省神戸自

然保護官事務

所 
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岩 石 採 取 に 係 る  関 係 諸 法 令 

（ ２ ／４ ）  

No 行  為 関係法令 条  項 内     容 所管課 

 自然環境保全地

域内の採取 

環境の保全と

創 

造に関する 条

例 

第90条 

第92条 

特別地域の土石採取許可申請 

普通地域の土石採取の届出 

兵庫県神戸土

木事務所管理

課 

 環境緑地保全地

域内の採取 

第96条 

第97条 

特別区域の土石採取許可申請 

普通地区内の土石採取の届出 

 都市計画区域内

の開発 

都市計画法 第29条 市街化区域及び市街化調整区

域内の開発行為の許可申請 

都市局指導課 

 砂防指定地内の 

制限行為 

砂防指定地管

理条例 

第４ 条 砂防指定地内制限行為の許可

申請 

兵庫県神戸土

木事務所管理

課 

 地すべり 防止区 

域内の制限行為 

地すべり 等防

止法 

第18条 地すべり 防止区域内制限行為

の許可申請 

兵庫県神戸土

木事務所管理

課 

 急傾斜地崩壊危 

険区域内の制限

行為 

急傾斜地の崩

壊による 災害

の防止に関す

る 法律 

第７ 条 

 

急傾斜地崩壊危険区域内の制

限行為の許可申請 

兵庫県神戸土

木事務所管理

課 

 河川区域内等の

採取 

河川法 

 

第25条 

第55条 

河川区域内土石採取許可申請 

河川保全区域内の土石採取許

可申請 

兵庫県神戸土

木事務所管理

課、  

建設局河川課 

 海岸保全区域内 

の採取 

海岸法 第８ 条 海岸保全区域内の土石採取許

可申請 

国土交通省姫

路河川国道事

務所、  

港湾局海岸防

災課 
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岩 石 採 取 に 係 る  関 係 諸 法 令 

（ ３ ／４ ）  

No 行  為 関係法令 条  項 内     容 所管課 

 各種緑地内の採 

取 

 

 

 

 

都市緑地法 第14条 特別緑地保全地区内の土石採

取の許可申請 

建設局公園部

計画課 

 近畿圏の保全

区域の整備に

関する 法律 

第８ 条 近郊緑地保全区域内の土石採

取届出 

 風致地区内に

おける 建築等

の規制に関す

る 条例 

第３ 条 風致地区内の土石採取の許可

申請 

 緑地の保全、

育成及び市民

利用に関する

条例 

第７ 条 

第８ 条 

緑地の保存区域内での緑地に

影響を 及ぼす行為の禁止 

緑地の保全区域または育成区

域内の緑地に影響を 及ぼす行

為の許可申請 

 鳥獣特別保護地区

における 採取 

鳥獣の保護及

び管理並びに

狩猟の適正化

に関する 法律 

第29条の７  鳥獣特別保護区域内の土石の

採取 

兵庫県神戸農

林振興事務所

森林課 

 

 重要文化財、 埋 

蔵文化財等の現 

状変更、 発掘行為 

国文化財保護

法 

 

第43条 

 

第93条 

第125条 

重要文化財の現状変更等許可

申請 

埋蔵文化財包蔵地の発掘届出 

史跡、 名勝、 天然記念物の現

状変更等許可申請 

文化スポーツ

局文化財課 

県文化財保護

条例 

第12条 県指定の文化財等の現状変更

等許可申請 

 市文化財の保

護及び文化財

等を 取り 巻く

文化環境の保

全に関する条

例 

第17条 

 

第43条 

 

第50条 

指定文化財の現状変更等許可

申請 

指定史跡・ 名勝・ 天然記念物

の現状変更等許可申請 

文化環境保存区域内での届出 
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岩 石 採 取 に 係 る  関 係 諸 法 令 

（ ４ ／４ ）  

 
 

  

No 行  為 関係法令 条  項 内     容 所管課 

 採石業者登録 採石法 第32条の２  

第32条の７  

第32条の８  

採石業者の登録申請 

登録事項の変更届出 

採石業の廃止届 

兵庫県産業労

働部地域産業

立地課 

 岩石採取計画認

可等 

第33条 

第33条の５  

第33条の10 

 岩石採取計画の認可申請 

岩石採取計画変更の認可申請 

岩石採取場の休止又は廃止届 

建設局防災課 

 火薬類の使用等 

 

 

 

 

 

 

 

火薬類取締法 

 

 

 

 

 

 

 

第19条 火薬類運搬の届出  公安委員会 

第12条 

第17条 

第25条 

第27条 

第30条 

 

第33条 

火薬庫設置等の許可申請 

火薬類譲渡、 譲受許可申請 

火薬類消費許可申請 

火薬類廃棄許可申請 

保安責任者、 副保安責任者の

選任解任届出 

保安責任者の代理者の選任解

任届出 

消防局予防部

危険物保安課 

 電気工作物の設

置・ 変更 

電気事業法 第53条 

第47条 

第48条 

自家用電気工作物の設置届出 

事業用電気工作物の設置認可

事業用電気工作物の変更届出 

近畿経済産業

局 

 機械等の設置、  

移転、 変更 

労働安全衛生

法 

第88条 機械等の設置、 移転、 変更計

画届出 

労働基準監督

署 

 特定施設の設置 騒音規制法 第６ 条 特定施設設置届出 環境局境保全

課 
 振動規制法 第６ 条 特定施設設置届出 

 大気汚染防止

法 

第18条 一般粉じ ん発生施設の設置届

出 

 水質汚濁防止

法 

第５ 条 特定施設設置の届出 

 環境の保全と

創造に関する

条例 

第43条 特定施設等設置等届出（ 粉じ

ん）  
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13  参  考  資  料  
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( 1)  環境の保全と 創造に関する条例（ 平成 7 年兵庫県条例第 28 号） ［ 抜粋］  

 

（ 事業者に対する指導又は助言）  

第 87 条 知事は、 自然環境の保全を図るため、 事業者が行う 工作物の新築等、 土地の形質の

変更、 土石の採取等について必要な指導又は助言を行う も のと する。  

 

（ 土石採取等遵守基準）  

第 108 条の２  知事は、 土石の採取等を行う 者が遵守すべき 基準（ 以下、 「 土石採取等遵守

基準」 と いう 。 ） を定めるも のと する。  

２  知事は、 土石の採取等を 行う 者が、 土石採取等遵守基準を遵守し ないため、 自然環境の

保全に支障が生じ 、 又は生ずるおそれがあると 認めると き は、 当該土石の採取等 を行う

者に対し 、 土石採取等遵守基準を遵守すべき 旨を勧告するこ と ができ る。  

３ （ 略）  

 

（ その他の地域における土石の採取等の規制）  

第 109 条 自然環境保全地域、 環境緑地保全地域、 自然海浜保全地区又は指定野生動植物種

保存地域以外の地域（ 以下「 その他の地域」 と いう 。 ） 内において、 第 90 条第４ 項第３ 号

に掲げる行為（ 規則で定める規模以上の土地の形質の変更を伴う も のに限る。 以下「 土石

の採取等」 と いう 。 ） をし よう と する者は、 知事に対し 、 規則で定めると こ ろ により 、 当該

土石の採取等の場所、 施行方法及び着手予定日その他規則で定める事項を届け出なければ

なら ない。 ただし 、 当該土石の採取等をするこ と について、 森林法、 自然公園法、 近畿圏の

保全区域の整備に関する法律（ 昭和 42 年法律第 103 号） 、 自然環境保全法、 都市緑地保全

法、 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律、 兵庫県立自然公園条例（ 昭

和 38 年兵庫県条例第 80 号） 又は風致地区内における建築等の規制に関する条例（ 昭和 45

年兵庫県条例第 30 号） の規定に基づき、 許可を受け、 又は届出をし た者については、 こ の

限り ではない。  

２  知事は、 前項の規定による届出があっ た場合において、 当該届出に係る土石の採取等を

し よう と する区域（ その周辺の区域を含む。 以下「 採取区域等」 と いう 。 ） における自然環

境の保全のために必要があると 認めると き は、 当該届出をし た者に対し 、 当該届出があっ

た日から 起算し て 30 日以内に限り 、 当該自然環境の保全のために必要な限度において、 当

該届出に係る行為を禁止し 、 若し く は制限し 、 又は必要な措置を講ずべき 旨を命ずるこ と

ができ る。  

３  知事は、 第１ 項の規定による届出があっ た場合において、 実地の調査をする必要がある

と き 、その他前項の期間内に同項の処分をするこ と ができない合理的な理由があると き は、

当該理由が存続する間、 同項の期間を延長するこ と ができ る。 こ の場合においては、 同項

の期間内に、 第１ 項の規定による届出をし た者に対し 、 その旨及び期間を 延長する理由を

通知するも のと する。  

４  第１ 項の規定による届出をし た者は、当該届出をし た日から 起算し て 30 日を経過し た後

でなければ、 当該届出に係る行為に着手し てはなら ない。  
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５  知事は、 採取区域等における自然環境の保全に支障を及ぼすおそれがないと 認めると き

は、 前項の期間を短縮するこ と ができ る。  

６  非常災害のために必要な応急措置と し て行う 行為については、 第１ 項から 第３ 項までの

規定は、 適用し ない。  

 

（ 違反事業者名等の公表）  

第 150 条（ 第１ 項略）  

２  知事は、 第 108 条の２ 第２ 項の規定による勧告に従わない者があると き は、 その旨を公

表するこ と ができ る。  
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( 2)  土石採取等遵守基準（ 平成 13 年 3 月 29 日兵庫県告示第 548 号の 8）  

 

 環境の保全と 創造に関する条例（ 平成７ 年兵庫県条例第 28 号） 第 108 条の２ 第１ 項の規定

による土石採取等遵守基準を次のと おり 定め、 平成 13 年 10 月１ 日から 施行する。  

 

１  採取等区域の選定に係る基準 

  土石の採取等をし よう と する区域（ 以下「 採取等区域」 と いう 。 ） の選定に当たっ ては、

次に掲げる区域を採取等区域内に含まないよう にするこ と と し 、 やむを 得ずこ れら の区域

を採取等区域内に含む場合には、 自然景観の保全上支障がないよう に緑化等の必要な措置

を講ずるこ と 。  

（ １ ） 鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律（ 大正７ 年法律第 32 号） 第８ 条の８ 第３ 項に規定する特

別保護地区の区域 

（ ２ ） 自然公園法（ 昭和 32 年法律第 161 号） 第２ 条第１ 号に規定する国立公園、 国定公園及

び県立自然公園の区域 

（ ３ ） 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（ 昭和 42 年法律第 103 号） 第５ 条第１ 項に規定

する近郊緑地保全区域 

（ ４ ） 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） 第８ 条第１ 項第７ 号に規定する風致地区の区域 

（ ５ ） 都市緑地保全法（ 昭和 48 年法律第 72 号） 第３ 条第１ 項に規定する緑地保全地区の区

域 

（ ６ ） 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（ 平成４ 年法律第 75 号） 第 36

条第１ 項に規定する生息地等保護区の区域 

（ ７ ） 景観の形成等に関する条例（ 昭和 60 年兵庫県条例第 17 号） 第８ 条第１ 項に規定する

景観形成地区及び同条例第 15 条第１ 項に規定する風景形成地域の区域 

（ ８ ） 環境の保全と 創造に関する条例第 89 条第１ 項に規定する自然環境保全地域、 同条例第

95 条第１ 項に規定する環境緑地保全地域、 同条例第 100 条第１ 項に規定する自然海浜保

全地区及び同条例第 104 条第１ 項に規定する指定野生動植物種保存地域の区域 

（ ９ ） 主要交通路（ 高速自動車国道、 一般国道、 県道（ 道路法（ 昭和 27 年法律第 180 号） 第

56 条の規定により 指定さ れた主要な県道又は道路整備特別措置法（ 昭和 31 年法律第７

号） 第７ 条の２ 第２ 項に規定する阪神高速道路に限る。 ） ､市道( 道路法第 56 条の規定に

より 指定さ れた主要な市道又は道路整備特別措置法第７ 条の２ 第２ 項に規定する阪神高

速道路に限る。 ） 、 鉄道、 軌道又は普通索道をいう 。 以下同じ 。 ） から 展望でき る区域で

主要交通路の路端から 500 メ ート ル以内の区域 

（ 10） ( 1) から ( 2) までに掲げるも ののほか、 特に自然景観を保全するために必要があるも の

と し て知事が指定する区域 

２  緑化の目標及び緑化計画に係る基準 

  採取等区域の緑化は、 周辺の自然景観と の調和を 図り つつ、 早期の植生の回復を達成す

るこ と を目標と し 、 こ れを着実に実施するための緑化計画を策定するこ と 。  

３  緑化に使用する植物の選定に係る基準 

（ １ ） 樹木による緑化を行う 場合は、 でき る限り 郷土種を用いるこ と と し 、 やむを得ず郷土
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種を 用いない場合には、 周辺の植生への影響、 周辺の自然景観と の調和等を考慮し て適

切な樹種を選定するこ と 。  

（ ２ ） 草本類による緑化を行う 場合は、 できる限り 郷土種を混合し たも のを用いるこ と と し 、

やむを得ず郷土種を混合し ないも のを 用いる場合には、 周辺の植生への影響、 周辺の自

然景観と の調和等を考慮し て適切な種類の植物を選定するこ と 。  

（ ３ ） 単一の植物による緑化ではなく 、 周辺の植生と の調和を考慮し て複数の植物による緑

化を行い、 自然景観の向上を図るこ と 。  

（ ４ ） 採取等区域内に樹種、 樹齢等から みて移植し て保存すべき 樹木がある場合には、 でき

る限り 当該樹木を移植するよう に努めるこ と 。  

４  造成工に係る基準 

（ １ ） 法面のこ う 配並びに小段の幅及び高さ の基準は、 別表のと おり と するこ と 。  

（ ２ ） 法面のこ う 配並びに小段の幅及び高さ が別表に定める基準の範囲内にある場合でも 、

樹木の植栽、 生育等が困難なと きは、 その事情を考慮し て定めるよう に努めるこ と 。  

５  基礎工に係る基準 

（ １ ） 小段及び法面について講ずべき 措置は、 別表のと おり と するこ と 。  

（ ２ ） 客土を行う 場合には、 でき る限り 有機物や種子を含む採取等区域内の土地の表土を用

いて行う よう に努めるこ と 。  

６  植生工に係る基準 

（ １ ） 小段及び法面について講ずべき 措置は、 別表のと おり と するこ と 。  

（ ２ ） 緑化の対象と なる土地の地形、 地質等を考慮し 、 適切な工法を採用するこ と 。  

（ ３ ） 植栽を行う に当たっ ては、 周辺の自然景観と の調和に配慮し て樹木の配置を定めるこ

と 。  

（ ４ ） 植栽は、 樹種に応じ た適切な時期に行う こ と 。  

７  土石の採取等を行っ ている間の暫定的な措置に係る基準 

（ １ ） 土石の採取等によっ て生ずる法面のう ち少なく と も その２ 分の１ に相当する部分につ

いては、 適宜の方法により 暫定的に緑化し 、 又は裸地の遮へいを行う こ と 。  

（ ２ ） 暫定的な措置の内容は、 当該措置を行う 期間を考慮し て決定するこ と 。  

（ ３ ） 暫定的な緑化は、 種子吹付工によっ て行う こ と を原則と するこ と 。  

８  植栽樹木等の管理の方法に係る基準 

（ １ ） 植栽し た樹木等が健全に生育するよう に努めるこ と 。  

（ ２ ） 植栽し た樹木等の生育状況を観察し 、 立ち枯れ、 病害虫による被害等を 発見し たと き

は、 樹木等が健全に生育するよう 適切な措置を講ずるよう に努めるこ と 。  

（ ３ ） 植栽し た樹木等の管理は、 生育が安定するまで行う よう に努めるこ と 。  

９  既着手行為に対する基準の特例 

（ １ ） 本基準の施行の際既に着手し ていた土石の採取等（ 以下「 既着手行為」 と いう 。 ） につ

いては、 １ の基準は適用し ない。  

（ ２ ） 既着手行為については、 採取等区域の現況の地形、 実施中の土石の採取等の工法等か

ら みて４ から ７ までの基準に適合し た措置を実施するこ と が困難であるこ と についてや

むを得ない理由があると 知事が認めると き は、 こ れら の基準を緩和するこ と ができる。  
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別表 

地盤 

の土 

質 

項   目 
対     象     区     域 

第１ 種区域 第２ 種区域 第３ 種区域 

岩 

 

 

石 

造 

成 

工 

法面のこ う 配 50度以下 60度以下 60度以下 

小段の幅 ３ ﾒ ﾄーﾙ以上 ３ ﾒ ﾄーﾙ以上 ２ ﾒ ﾄーﾙ以上 

小段の高さ  ５ ﾒ ﾄーﾙ以下 7. 5ﾒ ﾄーﾙ以下 10ﾒ ﾄーﾙ以下 

緑 

化 

工 

 

基

礎

工 

小段に係る

措置 

客土（ 厚さ 0. 9ﾒ ﾄー

ﾙ以上）  

客土（ 厚さ 0. 9ﾒ ﾄー

ﾙ以上）  

客土（ 厚さ 0. 5ﾒ ﾄー

ﾙ以上）  

法面に係 

る措置 
金網張工 ネッ ト 張工 ― 

植

生

工 

小段に係る

措置 

大苗木（ 高さ ３ ﾒｰ

ﾄﾙ以上） の植栽 

高木性の苗木の植

栽 

高木性の苗木の植

栽 

法面に係る

措置 
厚層基材吹付工 種子吹付工 種子吹付工 

土 

 

 

砂 

造 

成 

工 

法面のこ う 配 45度以下 45度以下 45度以下 

小段の幅 ２ ﾒ ﾄーﾙ以上 1. 5ﾒ ﾄーﾙ以上 1. 5ﾒ ﾄーﾙ以上 

小段の高さ  ５ ﾒ ﾄーﾙ以下 7. 5ﾒ ﾄーﾙ以下 10ﾒ ﾄーﾙ以下 

緑 

化 

工 

基

礎

工 

小段に係る

措置 

土壌改良（ 厚さ

0. 5ﾒ ﾄーﾙ以上）  
― ― 

法面に係る

措置 
― ― ― 

植

生

工 

小段に係る

措置 

大苗木（ 高さ ３ ﾒｰ

ﾄﾙ以上） の植栽 

高木性の苗木の植

栽 

高木性の苗木の植

栽 

法面に係る

措置 
種子吹付工 種子吹付工 種子吹付工 

備考１  こ の表において「 地盤の土質」 と は、 土石の採取等によっ て生ずるこ と と なる法面

又は小段における地盤の土質をいう 。  

  ２  こ の表において「 岩石」 と は、 硬岩又は軟岩（ 風化の著し いも のを除く 。 ） をいい、

こ の表において「 土砂」 と は、 岩石以外のも のをいう 。  

  ３  こ の表において「 第１ 種区域」 と は、 「 １  採取等区域の選定に係る基準」 の( １ ) か

ら ( 10) までに掲げる区域をいう 。  

  ４  こ の表において「 第２ 種区域」 と は、 次の区域をいう 。  

（ １ ） 主要交通路から 展望でき る区域で主要交通路の路端から ２ キロメ ート ル以内の区

域（ 第１ 種区域を除く 。 ）  

  （ ２ ） ( 1) に掲げるも ののほか、 自然景観の保全について( 1) に掲げる区域と 同等の配慮

をすべき区域と し て知事が指定する区域 

  ５  こ の表において「 第３ 種区域」 と は、 第１ 種区域及び第２ 種区域以外の区域をいう 。 

  ６  こ の表において「 高木」 と は、 成木に達し たと き の樹高がおおむね３ メ ート ル以上

の樹木をいう 。  
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( 3)  土石採取等遵守基準細則（ 採石法関係） （ 平成 13 年 10 月１ 日施行）  

 

平成 13 年 3 月 29 日付け兵庫県告示第 548 号の 8 で告示さ れた土石採取等遵守基準（ 以下

「 遵守基準」 と いう 。 ） の施行に伴う 必要な事項のう ち、 採石法（ 昭和 25 年法律第 291 号）

第 33 条に基づく 採取計画の認可を要する採石場に関する事項を以下のと おり 定める。  

 

（ 遵守基準９ ( １ ) の規定に基づく 既着手行為に対する基準の特例）  

１  遵守基準９ ( １ ) に規定する採取等区域の選定に係る基準の特例については、 以下のと お

り と する。  

（ １ ） 遵守基準施行の際、 既に遵守基準１ ( １ ) から ( 10) に掲げる区域（ 以下「 選定回避区域」

と いう 。 ） において採取計画の認可を 受けて採取を行っ ている者は、 遵守基準１ の規定

にかかわら ず、 現行認可期間満了後も 、 引続き 認可申請を行う こ と ができるも のと する。

ただし 、 選定回避区域において認可区域の拡大を行おう と する場合は遵守基準施行後の

新たな採石認可と し て取扱う も のと する。  

（ ２ ） 遵守基準施行の際、 選定回避区域以外の区域において採取計画の認可を 受けて採取を

行っ ている者が、 認可区域の拡大により 、 新たに選定回避区域で採掘を行おう と する場

合は遵守基準施行後の新たな採石認可と し て取扱う も のと する。  

 

（ 遵守基準９ ( ２ ) の規定に基づく 既着手行為に対する基準の緩和）  

２  遵守基準９ ( ２ ) に規定する法面及び小段の造成及び緑化に係る 基準の緩和については、

以下のと おり と する。  

（ １ ） 遵守基準施行の際、 第１ 種区域又は第２ 種区域において認可を受けて採取を行っ てい

る者は、 遵守基準別表の規定にかかわら ず、 遵守基準別表のう ち、 第３ 種区域の基準に

より 造成及び緑化を行う こ と ができ るも のと する。 ただし 、 当該採石業者は、 遵守基準

施行後２ 回目の採取計画認可までに、 造成又は緑化が完了し ていない法面及び小段につ

いて、 遵守基準の第１ 種区域又は第２ 種区域の基準に適合するよう 順次採取計画の見直

し を行わなければなら ない。  

（ ２ ） 第１ 種区域又は第２ 種区域で認可区域の拡大を 行おう と する場合、 当該拡大区域につ

いては上記( １ ) の緩和措置は適用し ない。   

 

 （ 緑化計画書）  

３  遵守基準２ に規定する緑化計画については、 以下のと おり と する。  

（ １ ） 採石業者は、 緑化計画書（ 様式第１ 号） により 緑化計画を策定し 、 採取計画認可申請時

に知事に提出し なければなら ない。  

（ ２ ） 採石業者は、 前項の緑化計画を忠実に履行するも のと する。  

（ ３ ） 採石業者は、 第１ 項の緑化計画について、 認可年度（ 認可期間の初日から 起算し た１

年ごと の期間） 末の緑化状況を緑化状況報告書（ 様式第２ 号） により 、 認可年度が満了

する日の属する月の翌月末までに報告し なければなら ない。  

（ ４ ） 知事は、 前項により 提出さ れた緑化状況報告書の内容について、 必要に応じ て調査を

行う も のと し 、 緑化状況が適切でないと 認める場合は、 是正を命ずるこ と  がある。  

 

 （ 緑化誓約書）  

４  採石業者は、 採取計画認可申請時に、 緑化誓約書（ 様式第３ 号） を知事に提出し なけれ

ばなら ない。  
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 （ 完了報告）  

５  採石業者は、 緑化工が完了し たと き は、 完了報告書（ 様式第４ 号） を知事に提出し なけ

ればなら ない。  

 

 （ 採取跡地の災害防止及び緑化計画の履行の保証）  

６  採石業者は、 採取跡地の災害防止及び緑化計画の履行を保証するも のと し て、 別に定め

ると こ ろ により 、 採取計画認可申請時に連帯保証人の保証書を知事に提出し なければなら

ない。  

 

 （ 暫定緑化の原則）  

７  遵守基準７ に規定する土石の採取等を行っ ている間の暫定的な措置（ 以下「 暫定緑化」

と いう 。 ） に係る基準は以下のと おり と する。  

（ １ ） 暫定緑化の原則 

   当該認可期間中に生ずる壁面面積の２ 分の１ 以上を、 常に遮蔽又は緑化（ 自然斜面含

む。 ） を講ずるこ と により 景観保全に支障がないよう 努めるこ と 。  

   ただし 、 以下の各号に該当する場合については、 暫定緑化の取扱いについて、 別途知

事に協議を行う も のと する。  

  ア 採取場の歴史的経緯などの特殊な事情から 、暫定緑化の実施が困難な場合であっ て、

上記の暫定緑化にかわる措置を講じ よう と する場合（ 地元市町長から の要請がある場

合に限る。 ）  

  イ  採取場開設後の採石業者の責に帰さ ない特殊事情により 、 暫定緑化の実施について

やむを得ない事由がある場合 

  ウ 当該認可期間中に生ずる壁面のう ち、 景観保全の必要性がない場合 

（ ２ ） 暫定緑化の工法 

   種子吹付工を主と し た緑化を図るこ と と する。  

   なお、 暫定緑化状態の継続期間等に応じ 、 景観に与える影響を検討し て、 別途工法を

決定するこ と 。  

 

 （ 認可区域の拡大の要件）  

８  認可区域の拡大に係る採取計画認可申請については、 現行認可申請書の採取計画跡地平

面図に示さ れた採取予定区域の採取が終了し 、 最終残壁の形成が終了し ている場合に限っ

て行う こ と ができ る。 ただし 、 以下の各号のいずれかに該当する場合であっ て、 従前の緑

化計画の履行状況から やむを得ないも のと 知事が判断する場合に限り 、 認可区域の拡大に

係る認可申請を行う こ と ができ る。  

（ １ ） 認可区域の拡大に直接影響のない最終残壁の整形及び恒久緑化が遵守基準及び同細則

に定めると おり 完了し ている場合 

（ ２ ） 現行の採取方法で道路運搬式ベンチカ ッ ト 法と オープンシュ ート 式ベン チカ ッ ト 法を

併用し ている場合で、 道路運搬式ベンチカ ッ ト 法に全面移行するため、 認可区域の拡大

が必要と なる場合 

（ ３ ） その他、 災害未然防止の観点から やむを得ない理由があると 知事が認める場合 

 

 （ 技術基準の細則）  

９  上記の他、 遵守基準の施行に際する技術基準の細則は以下のと おり と する。  

（ １ ） 表土除去については、 原則と し て当該認可年度中に採掘を 行う 範囲以外は行わないよ
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う 採取計画を策定し なければなら ない。  

（ ２ ） 最終残壁の高さ が 100 メ ート ルを超える場合は、 図１ のと おり 、 小段の幅を 50 メ ート

ル毎に 10 メ ート ルに拡張し なければなら ない。  

（ ３ ） 遵守基準別表の緑化を行う 場合は、 以下の事項に留意し なければなら ない。  

  ア 第１ 種区域及び第２ 種区域においては、 小段部の客土の流出及び崩落防止のため、

法肩はフ ト ンカ ゴや土のう 等により 客土を保護する構造と するこ と 。  

 

イ  小段植裁については高木性苗木の間に低木性苗木を補植するこ と 。  

ウ 大苗木植栽については倒木等がないよう 添え木などの措置を行う こ と 。  

  エ 厚層基材吹付工の吹付厚さ については、 岩盤の状況等に応じ て適切な吹付厚さ を選

定するこ と 。 また、 配合種子については木本類を主体と するこ と 。  

（ ４ ） 採取計画の策定に際する排水施設の設計方法及び計画流量の算定方法については、 別

途定めると こ ろによるも のと する。  

 

   附 則 

１  こ の細則は、 平成 13 年 10 月 1 日から 施行する。 ただし 、 平成 12 年 10 月１ 日現在で既

に法第 33 条の規定による認可を受けている者については、 当該認可期間（ 平成 12 年 10 月

１ 日以後に、 法第 33 条の５ の規定により 変更認可申請を行っ た場合は、 当該変更の認可申

請の日までの期間） 中に限り ６ の規定は適用し ない。  

   附 則 

 こ の細則は、 平成 15 年６ 月１ 日から 施行する。  
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図 １  
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( 4)  兵庫県岩石採取跡地整備等保障実施要領 

 

 （ 目的）  

第１ 条 こ の要領は、 採石法（ 昭和 25 年法律第 291 号、 以下「 法」 と いう 。 ） に基づく 岩石

採取計画の認可にあたり 、 採取跡地及び緑化の対策と し ての保証制度を導入するこ と によ

っ て、 岩石の採取に伴う 災害の未然防止を図ると と も に、 採石場周辺の景観と 調和し た採

石場づく り を推進するこ と を目的と する。  

 （ 連帯保証人）  

第２ 条 法第 33 条の規定による岩石採取計画の認可（ 法第 33 条の 5 の規定による採取計画

の変更の認可を含む。 以下「 認可」 と いう 。 ） を受けよう と する者（ 法第 32 条の６ の規定

により 採石業者の地位を承継し たも のを含む。 以下「 申請人」 と いう 。 ） は、 採取跡地整備

及び緑化計画（ 以下、「 跡地整備等」 と いう 。 ） に係る措置を担保するため、 連帯保証人を

立てるも のと する。  

２  連帯保証人は、 申請者が前項の認可に係る岩石採取場について跡地整備等の措置を実施

し ない場合は、 申請者に協力し 又は申請者に代わっ て以下の措置を履行する義務を負う も

のと する。  

 ( 1)  申請者が、 法第 33 条の８ に違反し 、 認可を受けた採取計画に基づく 災害防止措置を講

じ ない場合、 当該措置を講ずるこ と 。  

 ( 2)  申請者が、 法第 33 条の 13 の規定による緊急措置命令等を履行し ない場合、 当該命令

に係る措置を講ずるこ と 。  

 ( 3)  申請者が法第 33 条の 17 の規定による岩石の採取を廃止し た者に対する災害防止命令

を履行し ない場合、 当該命令に係る措置を講ずるこ と 。  

 ( 4)  岩石の採取に伴い、 災害が発生し た場合又は災害の発生するおそれが生じ た場合におい

て、 申請者が速やかに当該災害発生の防止措置を講じ ない場合、 当該措置を講ずるこ と 。  

 ( 5)  申請者が、 採取場を廃止し よう と する場合又は申請者の死亡、 倒産等により 採石業の

継続が困難と なっ た場合において、 当該採取跡地の整備が必要であるにも 係わら ず、 申

請者が当該跡地の整備を実施し ない場合、 当該措置を実施するこ と 。  

 ( 6)  申請者が、 跡地整備等に係る知事の是正命令に従わない場合、 当該命令に係る措置を

講ずるこ と 。  

３  第１ 項の跡地整備等のう ち、 緑化計画の原則は土石採取等遵守基準（ 平成 13 年 3 月 29

日兵庫県告示第 548 号の 2） 及び土石採取等遵守基準細則（ 採石法関係） に定めると こ ろ に

よる。  

 （ 連帯保証人の範囲）  

第３ 条 前条に定める連帯保証人の範囲及び必要人数は、 次の各号のいずれかに該当するも

のと する。 ただし 、 採石業者及び建設業者は、 ２ 以上の者の連帯保証人と なるこ と はでき

ないも のと する。  

 ( 1)  第２ 条第１ 項に規定する認可に係る申請の日前３ 年以上、県内で継続し て法第 33 条に

基づく 認可を受け、 知事が適当と 認める採石業者 ２ 名 

 ( 2)  第２ 条第１ 項に規定する認可に係る申請の日前３ 年以上、 継続し て建設業法（ 昭和 24

年法律第 100 号） の規定に基づき土木一式工事、 建築一式工事、 石工事又は造園工事に

ついて建設業の許可を受け、 当該工事について県の入札参加資格を有し 、 かつ、 県内に
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営業所を有する者であっ て、 知事が適当と 認める建設業者 ２ 名 

 ( 3)  上記( 1) に該当する採石業者及び上記( 2) に該当する建設業者 各１ 名ずつ計２ 名 

２  前項の規定に係わら ず、 採石業者で構成する法人化さ れている団体の構成員が採取を行

う 場合は、 当該団体の長を連帯保証人と するこ と ができ るも のと する。  

 （ 連帯保証書の提出）  

第４ 条 申請者は、 第２ 条第１ 項に規定する認可の申請時に、 前条に定める連帯保証人の跡

地整備等連帯保証書（ 様式第１ 号） に次に掲げる書類を添えて提出し なればなら ない。  

 ( 1)  連帯保証人の印鑑証明（ 第３ 条第２ 項に係る保証の場合を除く 。 ）  

 ( 2)  連帯保証人が法人の場合（ 第３ 条第２ 項に係る保証の場合を除く 。 ） は、 過去２ 会計

年度の決算書 

 ( 3)  連帯保証人が個人の場合（ 第３ 条第２ 項に係る保証の場合を除く 。 ） は、 過去２ 会計

年度の青色申告決算書 

 ( 4)  連帯保証人が建設業者の場合は、 建設業の許可を受けているこ と を証する書類 

 （ 連帯保証人の変更等）  

第５ 条 連帯保証人が死亡、 倒産等により 、 第２ 条第２ 項各号に規定する連帯保証人の義務

を履行でき なく なっ た場合、 又は履行でき なく なるおそれが生じ た場合は、 申請者又は連

帯保証人は速やかに知事に報告し なければなら ない。  

２  前項の報告を受けた場合において（ 前項の報告の義務を履行し ない場合を 含む。 ） 知事

が連帯保証人の変更が必要と 認めたと き は、 申請者は速やかに当該連帯保証人を変更し 、

第２ 条第１ 項の規定に基づき 新たな保証人を選定し 、 当該連帯保証人に係る跡地整備等連

帯保証書を提出し なければなら ない。  

 （ 連帯保証人の免除）  

第６ 条 次の各号の一に該当する場合については、 こ の要領は適用し ないも のと する。  

 ( 1)  法第 42 条の２ の規定により 、国又は地方公共団体が知事と の協議の成立により 行う 岩

石採取行為 

 ( 2)  兵庫県土地開発公社、 日本道路公団等の公社、 公団が採取計画の認可を受けて行う 岩

石採取行為 

 ( 3)  国、 地方公共団体及び前号の公社、 公団が採取跡地に公共施設を建設する等、 その利

用計画が確立し ている場合であっ て、 副次的に岩石採取をこ れら の団体から 委託し 、 認

可を受けて行う 岩石採取行為（ ただし 、 こ の場合の認可申請にあたっ ては、 国、 地方公

共団体等から の発注書、 契約書等を添付するこ と 。 ）  

 

   附 則 

 （ 施行期日）  

１  こ の要領は、 平成 12 年 10 月１ 日から 施行する。  

 （ 経過措置）  

２  こ の要領の施行前に、 既に第２ 条第１ 項に規定する認可を受けている者は、 当該認可期

間（ こ の要領施行後に、 法第 33 条の５ の規定により 変更の認可申請を行っ た場合は、 当該

変更の認可申請日までの期間） 中に限り こ の要領は適用し ない。  

   附 則（ 土石採取等遵守基準及び同細則の制定に伴う 改正）  

 （ 施行期日）  

１  こ の要領は、 平成 13 年 10 月１ 日から 施行する。  
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（ 様式第１ 号）  

 

跡 地 整 備 等 連 帯 保 証 書 

 

 

  年  月  日 

 

神戸市長        様 

 

連帯保証人                      

住所（ 法人にあっ ては、 主たる事務所の所在地）    

                         

氏名（ 法人にあっ ては、 名称及び代表者の氏名）    

                        

 

連帯保証人                      

住所（ 法人にあっ ては、 主たる事務所の所在地）    

                         

氏名（ 法人にあっ ては、 名称及び代表者の氏名）    

                        

 

 

 申請者                    が、 下記の岩石採取計画の認可（ 変更

認可） 申請書に定めら れた採取計画に基づき 岩石の採取を行う にあたり 、 跡地整備等の災害

防止措置を履行できない場合は、 兵庫県岩石採取跡地整備等保証実施要領第２ 条第２ 項の規

定により 申請者に協力し 又は申請者に代っ て保証人連帯のう え、 確実に履行するこ と を保証

し ます。  

 

記 

 

１  連帯保証に係る岩石採取場の所在地（ 位置）  

２  採取場の面積                                  平方メ ート ル 

３  岩石採取の期間                  認可の日から ○年間 

４  採取する岩石の種類及び予定数量                 ト ン 

 

注１  本文冒頭の空欄には、 岩石採取計画認可申請者の氏名又は名称及び法人にあっ ては代

表者の氏名を記載するこ と 。  

 ２  連帯保証人が、 死亡倒産等により 、 連帯保証人の義務が履行でき なく なっ たと き 又は

履行できなく なるおそれが生じ たと き は、申請者は速やかに新たな連帯保証人を選定し 、

当該連帯保証人に係る保証書を提出するこ と 。  

 

 


